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第１部 総論 

第１章 計画の方針 

第１節 計画の目的 

本計画は、災害対策基本法第42条（昭和36年法律第223号）の規定に基づき、新島村防災会

議が策定する計画である。 

本計画は、村の地域における災害予防、災害応急対策及び復興対策を実施することにより、関

係機関の有する全機能を有効に発揮して、住民及び滞在者の生命、身体及び財産を災害から保護

することを目的とする。 

第２節 計画の基本理念 

本計画は、平成12年新島・神津島近海地震、平成14年台風21号災害、平成16年台風23号災

害等の災害や、平成23年に発生した東日本大震災による地震・津波の教訓を前提として、被害を

最小化し、迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念として策定するものである。 

特に、高齢者、障がい者等の要配慮者に配慮するとともに、防災に関する政策・方針決定過程

及び防災の現場における女性の参画を拡大し、男女双方の視点にも配慮した防災対策を推進する

ことに留意する。 

第３節 計画の構成 

本計画には、村、防災関係機関、事業者及び村民が行うべき災害対策を、項目ごとに予防、応

急、復旧・復興の各段階に応じて具体的に記載しており、その構成と主な内容は、次のとおりで

ある。 

第１部 総論 
計画の方針、防災関係機関の業務大綱、村の概

要、災害履歴、被害想定等 

第２部 災害予防計画 
災害に備えた防災施設の整備、備蓄、訓練等の

平常時の対策 

第３部 災害応急・復旧対策計画 
村の防災体制、避難、救助、物資供給等の災害

発生時の対策 

第４部 復興計画 被災者の生活再建や復興対策等 

第５部 南海トラフ地震防災推進計画 南海トラフ地震等に対する防災対策 

参考資料 災害関係の条例、協定、防災拠点施設等一覧 

第４節 計画の習熟 

各防災関係機関は、平素から調査・研究に努めるとともに、災害時の役割などを踏まえた実践

的な教育、訓練の実施などを通して、本計画の習熟に努め、災害への対応能力を高めるものとす

る。 
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第５節 計画の修正 

本計画は、災害対策基本法第42条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると認めるとき

は修正する。各防災関係機関は、関係ある事項について修正の必要がある場合は、修正案を防災

会議事務局に提出する。 
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第２章 防災関係機関等の業務大綱 

第１節 新島村 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

新島村 １ 新島村防災会議に関すること 

２ 防災に係る組織の整備及び施設に関すること 

３ 災害情報の収集及び伝達に関すること 

４ 緊急輸送の確保に関すること 

５ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の発令及

び避難誘導に関すること 

６ 消防団及び水防に関すること 

７ 医療、防疫及び保健衛生に関すること 

８ 応急給水に関すること 

９ 救助物資の備蓄及び調達に関すること 

10 被災した児童及び生徒の応急教育に関すること 

11 ボランティアの支援及び過去の災害から得られた教訓を伝承する活動

の支援に関すること 

12 公共施設の応急復旧に関すること 

13 災害復興に関すること 

14 防災に係る知識及び技術の普及啓発に関すること 

15 自主防災組織の育成に関すること 

16 事業所防災に関すること 

17 防災教育及び防災訓練に関すること 

18 その他災害の発生及び拡大の防止のための措置に関すること 

第２節 東京都 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

東京都 １ 東京都防災会議に関すること 

２ 防災に係る組織及び施設に関すること 

３ 災害情報の収集及び伝達に関すること 

４ 自衛隊等への派遣要請に関すること 

５ 政府機関、他府県、公共機関、駐留軍及び海外政府機関等に対する応

援の要請に関すること 

６ 警備、交通規制その他公共の安全と秩序の維持に関すること 

７ 緊急輸送の確保に関すること 

８ 被災者の救出及び避難誘導に関すること 

９ 人命の救助及び救急に関すること 

10 消防及び水防に関すること 

11 医療、防疫及び保健衛生に関すること 

12 応急給水に関すること 

13 救助物資の備蓄及び調達に関すること 
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14 被災した児童及び生徒の応急教育に関すること 

15 区市町村による防災市民組織の育成への支援、ボランティアの支援及

び過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること 

16 公共施設の応急復旧に関すること 

17 災害復興に関すること 

18 区市町村及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

19 防災に係る知識及び技術の普及啓発に関すること 

20 事業所防災に関すること 

21 防災教育及び防災訓練に関すること 

22 その他災害の発生及び拡大の防止のための措置に関すること 

大島支庁 

（新島出張所） 

１ 災害予防、災害応急対策及び応急復旧の実施及び連絡調整に関するこ

と 

２ 東京都災害対策本部大島地方隊に関すること 

警視庁 

新島警察署 

１ 被害実態の把握及び各種情報の収集に関すること 

２ 交通規制に関すること 

３ 被災者の救出救助及び避難誘導に関すること 

４ 行方不明者の捜索及び調査に関すること 

５ 遺体の調査等及び検視に関すること 

第３節 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

第三管区海上保安

本部（下田海上保

安部） 

１ 海難救助（人命救助、危険物流出対応、火災対応等）に関すること 

２ 排出油の防除（調査及び指導、防除措置の指導等）に関すること 

３ 海上交通安全の確保（船舶交通の整理整頓・指導・制限等、航路障

害物の除去、危険物積載船の保安措置、工事作業等の再開、水路の

検測、航路標識等の復旧）に関すること 

４ 海上における治安の維持に関すること 

５ 緊急輸送（人員及び救援・災害復旧資材の輸送）に関すること 

６ その他、災害応急対策に必要な事項 

東京管区気象台 

（気象庁） 

１ 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表を行う。 

２ 気象業務に必要な観測体制の充実を図るとともに、予報、通信等の

施設及び設備の整備に努める。 

３ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限

る）、水象の予報及び特別警報・警報・注意報、並びに台風、大雨、

竜巻等突風に関する情報等を適時・的確に防災関係機関に伝達する

とともに、これらの機関や報道機関を通じて住民に周知できるよう

努める。 

４ 気象庁が発表する緊急地震速報（警報）について、緊急地震速報の

利用の心得などの周知・広報に努める。 

５ 区市町村が行う避難勧告等の判断・伝達マニュアルやハザードマッ

プ等の作成に関して、技術的な支援・協力を行う。 

６ 災害の発生が予想されるときや、災害発生時において、都道府県や
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市町村に対して気象状況の推移やその予想の解説等を適宜行う。 

７ 都道府県や市町村、その他の防災関係機関と連携し、防災気象情報

の理解促進、防災知識の普及啓発活動に努める。 

第４節 自衛隊 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊（第１

師団） 

海上自衛隊（横須

賀地方総監部） 

航空自衛隊（航空

総隊作戦システ

ム運用隊） 

防衛装備庁航空装

備研究所新島支

所 

１ 災害派遣の計画及び準備に関すること 

（１）防災関係資料の基礎調査 

（２）災害派遣計画の作成 

（３）東京都地域防災計画に整合した防災に関する訓練の実施 

２ 災害派遣の実施に関すること 

（１）人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救援又は

応急復旧 

（２）災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

第５節 指定公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

日本郵便（株） 

（新島郵便局、式

根島郵便局、若郷

郵便局） 

１ 郵便物送達の確保、窓口業務の維持及びこれら施設等の保全に関す

ること 

２ 災害時における郵便業務に係る災害特別事務取扱に関すること 

（１）被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除 

（３）被災地宛救助用郵便物の料金免除 

（４）被災者援助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分 

東日本電信電話株

式会社 

（株式会社 NTT 東日本

－南関東東京事業部東

京西支店設備部門伊豆

大島サービスセンタ） 

１ 電信及び電話施設の建設並びにこれらの施設の保全に関すること 

２ 災害非常通話の調整及び気象予警報の伝達に関すること 

エヌ・ティ・ティ

コミュニケーショ

ンズ株式会社 

１ 国内・国際電話等の通信の確保に関すること 

２ 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること 

株式会社NTTドコ

モ 

１ 携帯電話等の移動通信施設の建設並びにこれらの施設の保全に関す

ること 

２ 災害時における移動通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること 

日本赤十字社東京

都支部 

１ 災害時における医療救護班の編成及び医療救護等（助産及び死体の処

理を含む。）の実施に関すること 

２ 災害時における避難所等での救護所開設及び運営に関すること 

３ 日赤奉仕団及び防災ボランティアの活動に関すること 
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４ 輸血用血液の確保、供給に関すること 

５ 義援金の募集・受付・配分及び募金に関すること（原則として義援物

資については受け付けない。） 

６ 災害救援品の支給に関すること 

７ 日赤医療施設等の保全、運営に関すること 

８ 外国人安否調査に関すること 

９ 遺体の検案協力に関すること 

10 東京都地域防災計画に整合した災害救護に関する訓練の実施に関す

ること 

日本放送協会 １ 報道番組（気象予警報及び被害状況等を含む。）に関すること 

２ 広報（避難所等への受信機の貸与等を含む。）に関すること 

３ 放送施設の保全に関すること 

KDDI株式会社 

ソフトバンク株式

会社 

１ 重要通信の確保に関すること 

２ 災害時における電気通信の疎通の確保と被災通信設備等の復旧に関

すること 

東京電力パワーグ

リッド株式会社 

（新島事務所） 

１ 電力施設等の建設及び安全保安に関すること 

２ 災害時における電力の供給に関すること 

第６節 指定地方公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

東海汽船株式会社 １ 船舶並びに旅客及び貨物のための施設の安全保全に関すること 

２ 災害時における船舶による救助物資及び避難者等の輸送の協力に関

すること 

（公財）東京都医

師会 

１ 医療に関すること 

２ 防疫の協力に関すること 

（公財）東京都歯

科医師会 

１ 歯科医療活動に関すること 

（公財）東京都薬

剤師会 

１ 医薬品の調剤、服薬指導及び医薬品の管理に関すること 

（公財）献血供給

事業団 

１ 血液製剤の供給に関すること 

（公社）東京都獣

医師会 

１ 動物の医療保護活動に関すること 

放送機関 １ 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関すること 

２ 放送施設の保全に関すること 

第７節 協力機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

新島建設業協会 １ 災害時における建設活動の協力に関すること 

新島村商工会 １ 災害時における救助物資調達の協力に関すること 
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新島観光協会 １ 観光客の避難誘導及びその把握の協力に関すること 

式根島観光協会 １ 観光客の避難誘導及びその把握の協力に関すること 

新中央航空株式会

社 

１ 疾病者の空輸、救助物資の空輸等災害時における輸送の協力に関す

ること 

新島物産株式会社 １ 疾病者の輸送、救助物資の輸送等災害時における輸送の協力に関す

ること 

伊豆七島海運株式

会社 

１ 疾病者の輸送、救助物資の輸送等災害時における輸送の協力に関す

ること 

にいじま漁業協同

組合 

１ 被災者及び救援者等の人員輸送の協力に関すること 

２ 救援物資等の貨物輸送の協力に関すること 

３ その他、必要とする船舶による応急対応に関すること 

４ 被災漁家に対する融資及び斡旋に関すること 

５ 漁業資材の確保、斡旋に関すること 

新島村農業協同組

合 

１ 村が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

２ 農作物の災害応急対策の指導に関すること 

３ 被災農家に対する融資及び斡旋に関すること 

４ 農業生産資材及び農家生活資材の確保、斡旋に関すること 

５ 災害時における食料及び物資の供給に関すること 

新島村自治会連合

会 

１ 避難誘導、避難所内の世話業務の協力に関すること 

２ 被災者の把握の協力に関すること 

３ 被災者に対する炊出し、救助物資の配分等の協力に関すること 

４ その他災害調査の協力に関すること 
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第３章 新島村の概要 

第１節 地勢 

１ 地形 

新島村は、東京から南へ156kmに位置し、総面積27.54㎢で、新島・式根島、それに鵜渡根

島・地内島・早島の3つの無人島から形成されている。 

新島は、東経139度 15分、北緯 34度 22分、南北11.5km、東西 3.1km の二頭形台地状の島

であり、南側は標高300.7mの大峰山と抗火石を産出する石山があり、中央には本村集落、北に

は標高428.5mの宮塚山を境に若郷集落があり、2つのトンネルで結ばれている。 

式根島は、新島の南西5.0kmに位置し、東経139度 13分、北緯34度 19分、南北2.3km、東

西 3.0 ㎞で、周囲 12.2km の海岸線は複雑に入り組んでいるが、最も高い神引山が標高 98.5m

と、起伏の少ない台地状の地形となっている。 

２ 地質 

新島は少なくとも 12 個の流紋岩単成火山（火砕丘＋溶岩円頂丘あるいは厚い溶岩流）、1 個

あるいは2個の安山岩単成火山（現在観察されるのは降下火砕物だけ）及び1個の玄武岩単成

火山（火砕サージ堆積物）からなる。 

３ 気候 

一般に海洋性の温暖な気候だが、湿度は比較的低く、極めてしのぎやすい気候となっている。

一方で、冬季は西からの強い季節風が吹く。 

４ 土地利用 

新島村の面積の約85％は森林で、集落地や農用地は全面積の15％程度である。 

集落地に限ってみると、新島では、本村と若郷、式根島東部の3箇所に集中しており、その

周辺に農用地が分布している。 

第２節 社会状況 

１ 人口 

新島村の人口は、平成7年に大きく減少し、以降横ばいで推移していたが、平成22年に再

び大きく減少傾向となり、平成27年の国勢調査では、2,749人となっている。 

年齢3区分別にみると、64歳以下の人口が減少しているのに対し、65歳以上人口は増加傾

向にあり、全体の約4割を占めている。 
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【年齢3区分別人口推移（国勢調査）】 

年 総数(人) 15歳未満(人) 15～64歳(人) 65歳以上(人) 

昭和55年 3,684  761  2,379  544  

昭和60年 3,653  765  2,218  670  

平成2年 3,505  623  2,107  775  

平成7年 3,163  452  1,850  861  

平成12年 3,147  370  1,811  966  

平成17年 3,161  382  1,789  990  

平成22年 2,883  333  1,556  994  

平成27年 2,749 316 1,403 1,030 

平成27年国勢調査 

２ 道路 

新島村には、新島と式根島に1路線ずつの都道がある。都道211号線（若郷新島港線）

は、本村と若郷をつなぐ重要な役割を担い、特に平成15年度に完成した平成新島トンネルと

若郷トンネルは災害に強い幹線道路として整備されている。 

また、都道237号線（式根島循環線）については、平成17年度に陸橋を含む道路が完成

し、災害時の避難道としての役割を担う。さらに村道によって新島では東西南北を縦横でき、

式根島では周遊が可能な道路網の骨格が形成されている。 

【道路整備状況】 

 延長（m） 平均幅員（m） 舗装率（％） 

村  道 169,934 4.0 45.8 

都道若郷新島港線 11,778 11.3 100.0 

都道式根島循環線 4,630 7.2 100.0 

若郷トンネル 413 9.3 100.0 

平成新島トンネル 2,870 8.0 100.0 

平成25年4月 1日現在 

３ 産業 

全就業人口の約3/4は第3次産業で、中でも、建設業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サ

ービス業の就業人口が多い。第1次産業就業人口は、約5％だが、その中では、漁業の割合が

高い。 

【産業別就業人口】 

区 分 第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 総 計 

就業人口（人） 70 314 1,111 1,495  

構成比（％） 4.7  21.0  74.3  100.0  

平成27年国勢調査 

４ 空港・港湾 

都営の新島空港は、東西方向に800mの滑走路を有し、調布飛行場とを往復する小型飛行機

の定期便が就航し、住民や観光客の重要なアクセス手段となっている。救急患者等を搬送する

緊急ヘリの離着陸場所としても利用されている。 

その他、若郷と式根島にそれぞれヘリポートが存在する。 

また、港湾は、新島に新島港、羽伏漁港、若郷漁港があり、式根島に式根島港、野伏漁

港、小浜漁港がある。 
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第４章 災害履歴 

第１節 地震災害 

新島村の周辺では、火山活動に関連して、噴火の前後にやや大きな浅い地震を伴ったり、大規

模な群発地震活動が発生して、局所的に大きな被害が生じることがある。 

新島村で発生した地震は、次のとおりである。 

【地震災害の履歴】 

発生年月日 震央 
マグニチ

ュード 

島内最大

震度 
発生状況 

人命、家屋、土砂

災害等の被害 
津波 

1703.12.31 

（元禄16） 

房総近海 

139°48′E 

34°42′N 

7.9～

8.2 

不明  家屋数戸が倒壊。 

津波による死者 1

名。 

大量の落石あり。 

推定津波高 5～

6m の津波が島の

北東から東側の

海岸に到達した

と推測される。 

1936.12.27 

（昭和11） 

新島近海 

139°17′E 

34°17′N 

6.3 4 

（推

定） 

 

26 日頃から数回

の前震あり。余震

は多く、28日まで

に有感余震は 300

回を超えた。 

死者3名、負傷者70

名、全壊39戸、半壊

484戸、破損589戸。 

全戸数約 2000 戸の

うち半数以上が被

災。特に海岸で崖崩

れが多く、落石や亀

裂が見られた。 

津波被害なし。 

1957.11.11 

（昭和32） 

新島近海 

139°19′E 

34°16′N 

6.0 4 群発地震で6日ご

ろから前震56回、

余震250回があっ

た。 

全壊2戸、半壊2戸、

亀裂12戸、石垣崩壊

20箇所。新島で崖崩

れ2箇所。 

津波被害なし。 

1967.4.6～8 

（昭和42） 

神津島近海 

139°09′E 

34°13′N 

5.3 4 6日から8日にか

けて群発し、最大

震度4の地震が計

3回発生。 

全壊7戸、半壊9戸、

一部破損61戸、道路

破損11箇所、電柱倒

壊1本。 

津波被害なし。 

1968.2.24～27 

（昭和43） 

新島近海 

139°15′E 

34°14′N 

5.0 4 群発地震。 全壊2戸、半壊4戸、

道路損壊4箇所。 

津波被害なし。 

2000.7.15 

（平成12） 

※ 

神津島近海 

139°14.5′E 

34°25.4′N 

6.3 6弱 6月29日から8月

18 日にかけて群

発し、最大震度 6

弱の地震が3回、

最大震度5強の地

震が4回発生。 

一連の地震による

被害は、負傷者 10

名、全壊1戸、半壊

7戸、破損77戸。崖

崩れや落石、道路崩

落などの土砂災害

が多数発生し、7月

15 日の地震では島

北部で羽伏浦～若

郷地区の都道で崖

崩れが多発し、不通

となった。 

津波被害なし。 

※詳細な災害状況は参考資料を参照 
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第２節 風水害 

新島村では、台風や集中豪雨により、高潮や土砂崩れ等の被害が発生している。 

新島村で発生した、主な風水害は次のとおりである。 

【風水害の履歴】 

発生年月日 災害名 
総雨量 

（㎜） 
被害状況 

1972.12.23～24 

（昭和47） 

集中豪雨 301 道路、護岸、崖崩れ、簡易水道、電力、電話施設、家屋、商品

等に被害。 

被害総額16,000万円以上。 

1996.9.22 

（平成8） 

台風17号 391 最大瞬間風速41.0m以上。 

土砂崩れやブロック塀の破損、構築物の一部破損等。 

被害総額50,000万円以上。 

2002.10.1 

（平成14） 

台風21号 105 最大瞬間風速60.0m以上。 

家屋損壊67戸、村公共施設15箇所以上、ビニールハウス68

棟、船舶28隻、式根島港の港湾施設等に被害。 

被害総額44,869万円以上。 

2004.10.21 

（平成16） 

台風23号 234 最大瞬間風速26.5m。 

海底送水管破損（6月に発生した台風6号でも破損）、土砂崩

れ、式根島温泉施設への土砂流入、農地土砂埋没、土砂によ

る自動車等破損、漁船等破損、港湾施設破損等の被害。 

被害総額1,700万円以上（港湾施設除く）。 

2017.10.22 

（平成29） 

台風21号 191 最大時間降雨量28.5mm（本村）、24時間降雨量191mm（若郷）、

降雨量最大瞬間風速36.2m。 

３地区合わせて10名の自主避難者を受入。大浦スポーツ広場

照明灯の破損、温泉への土砂の流入、式根島診療所の軒天板

破損等の被害。 

2018.7.28 

（平成30） 

台風12号 81 最大瞬間風速30.3m、総降雨量81.0mm。 

式根島港桟橋の破損、法面流出、カーブミラーや外灯破損等

の被害。 

第３節 火山災害 

新島における、有史以降の火山活動は、次のとおりである。 

【火山災害の履歴】 

発生年月日 噴火様式 状況 

836～886 

（承和5～仁和2） 

マグマ水蒸気噴火 火砕物降下？ 

噴火場所は久田巻・淡井浦付近。 

836～886 

（承和5～仁和2） 

大規模噴火 

マグマ水蒸気噴火→マグマ噴火 

火砕サージ、火砕物降下→ 溶岩ドーム。 

噴火場所は阿土山。マグマ噴出量は0.085DRE

㎦(VEI3)。 

886～887 

（仁和2～仁和3） 

大規模噴火 

マグマ噴火→マグマ水蒸気噴火 

→マグマ噴火、マグマ水蒸気噴火

→マグマ噴火 

火砕流→火砕サージ→火砕物降下、火砕サージ

→溶岩ドーム、火砕物降下→火砕流、火砕物降

下。 

噴火場所は向山火山。向山火山生成（古記録で

は新たに１島を生じたという)。房総半島で黒

煙、鳴響、雷鳴、地震頻発、降灰砂多く牛馬倒

死多数。マグマ噴出量は0.73 DRE㎦ (VEI4)。 
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第５章 被害想定 

第１節 地震・津波 

東京都は、南海トラフの巨大地震を想定した調査を行い、「南海トラフ巨大地震等による東京の

被害想定」（平成25年 5月）を公表している。ここで想定された南海トラフの巨大地震（マグニ

チュード 9.0）を、新島村に最も影響する地震・津波として本計画の前提とする。以下にその概

要をまとめる。 

１ 前提条件 

南海トラフは、駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て日向灘

沖にいたる海底の溝状の地形を形成する区域のことである。ここで発生する南海トラフ巨大地

震は、次の図に示された震源モデルを基本とし、断層モデルをいくつかのケースに設定してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南海トラフ巨大地震の震源モデル】 

東京都の被害想定においては、内閣府が公表した津波断層モデル11ケースのうち、都に大き

な影響を与える以下のケース①、②、⑤、⑥及び⑧の5つのケースで想定を行っている。 

新島村が対象となる津波断層モデルは、ケース⑧である。 

ただし、他のケースにおいて最大津波高が予測されているため、津波については、5 つのケ

ースの予測をまとめる。 

【津波断層モデルの設定】 

対象地域 津波断層モデル 

区部、三宅島 ケース① 駿河湾～紀伊半島沖に大すべり域、超大すべり域を設定 

区部 ケース② 紀伊半島沖に大すべり域、超大すべり域を設定 

小笠原諸島 ケース⑤ 四国沖～九州沖に大すべり域、超大すべり域を設定 

三宅島 

八丈島、青ヶ島 

ケース⑥ 駿河湾～紀伊半島沖に大すべり域＋（超大すべり域、分岐断層）を

設定  

大島～神津島 

御蔵島 

ケース⑧ 駿河湾～愛知県東部沖、三重県南部沖～徳島県沖の2箇所に大すべ

り域、超大すべり域を設定 
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また、地震発生の季節や時刻による在宅状況によって、被害量が異なるため、２つのシー

ンを想定している。 

【想定するシーン（季節・時刻）】 

季節・時刻 想定される被害 

冬・昼間 
他と比べて火気の使用が多い季節・時間帯であり、出火件数が最も多くな

る。 

冬・深夜 
多くの人が自宅で就寝中に被災するため、津波からの避難が遅れて被害が大

きくなる可能性がある。 

２ 震度分布 

震度は、島のほとんどが5強、一部で震度6弱と予測された。 

３ 液状化危険度分布 

液状化危険度は、海岸沿いの低地が「低い」と予測された。その他の地域では液状化の危険

性はないと予測された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【震度分布】           【液状化危険度分布】 

４ 津波 

（１）最大津波高及び最大津波高到達時間 

津波の最大津波高及び最大津波高到達時間の予測結果は、次のとおりである。 

【新島の最大津波高及び最大津波高到達時間】 

港名称 

南海トラフ巨大地震の最大津波高（単位：m） 最大津波高到達時間 
（最短ケース） 
（単位：分） ケース① ケース② ケース⑤ ケース⑥ ケース⑧ 

(1)新 島 港 22.54 5.52 4.02 22.56 22.71 16.5（ケース①、⑥） 

(2)若郷漁港 23.08 5.29 3.99 23.09 24.04 18.0（ケース①、⑥） 

(3)羽伏漁港 8.73 4.74 3.81 9.37 9.85 43.9（ケース⑥） 
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【式根島の最大津波高及び最大津波高到達時間】 

港名称 

南海トラフ巨大地震の最大津波高（単位：m） 最大津波高到達時間 
（最短ケース） 
（単位：分） ケース① ケース② ケース⑤ ケース⑥ ケース⑧ 

(1)式根島港 10.05 3.91 3.40 10.06 9.57 15.2（ケース①、⑥） 

(2)野伏漁港 22.16 4.76 4.71 22.17 22.12 14.5（ケース⑥） 

(3)小浜漁港 22.44 4.44 4.06 22.44 22.45 15.4（ケース①、⑥） 

（２）津波浸水分布 

ケース⑧における浸水分布は、次のとおりである。 

なお、村が作成し住民に配布したハザードマップでは、全てのケースにおける最大の範

囲（浸水深）を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【津波浸水想定区域】 
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５ 建物被害及び人的被害 

地震の揺れ及び津波による被害は、次のとおりである。 

【ケース⑧における被害量】 

被害項目 
【冬・昼間】 【冬・深夜】 

新島 式根島 新島 式根島 

原因別建物全壊

棟数（棟） 

揺れ 0 0 0 0 

液状化 0 0 0 0 

急傾斜地崩壊等 22 2 22 2 

津波 736 13 736 13 

計 758 15 758 15 

原因別建物半壊

棟数（棟） 

揺れ 5 2 5 2 

液状化 0 0 0 0 

急傾斜地崩壊等 20 3 20 3 

津波 170 8 170 8 

計 195 13 195 13 

人
的
被
害 

死者（人） 

揺れ 0 0 0 0 

急傾斜地崩壊等 1 0 2 0 

津波 777 13 1,311 3 

屋外転倒・落下物 0 0 0 0 

火災 0 0 0 0 

屋内収容物（参考値） 0 0 0 0 

計 778 13 1,313 3 

負傷者

（人） 

揺れ 0 0 0 0 

急傾斜地崩壊等 1 0 2 0 

津波 19 0 36 0 

屋外転倒・落下物 0 0 0 0 

火災 0 0 0 0 

屋内収容物（参考値） 0 0 0 0 

計 20 0 38 0 

う
ち
重
傷
者
（
人
） 

揺れ 0 0 0 0 

急傾斜地崩壊等 1 0 2 0 

津波 6 0 13 0 

屋外転倒・落下物 0 0 0 0 

火災 0 0 0 0 

屋内収容物（参考値） 0 0 0 0 

計 7 0 15 0 

自力脱出困難者（人） 0 0 0 0 

津波要救助者（人） 6 0 5 0 

６ その他の被害 

南海トラフ巨大地震によって、概ね次のような被害が発生する可能性がある。 

（１）ライフライン施設被害 

・発電所又は送配電線の被災により、一定期間電力供給が停止する。 

・発電所が健全であっても島外からの燃料供給が途絶え、一定期間停電する。 

・港湾施設の被災により島外からガソリン、ガス等の燃料の搬入が途絶する。 

・海底通信ケーブルの被災により通信が途絶する。島内通信ケーブルの断絶により、島内の

通信及び通話が困難となる。 

・海底の送水管の破損により水不足となる。 

・ごみ処理施設又はし尿処理施設の被災により、処理が困難な状態が継続する。 
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（２）交通施設、主要施設の被害 

・津波又は停電により港湾施設若しくは空港が平常どおり利用できず、中長期にわたり島外

との交通手段が制限される。 

・津波又はがけ崩れにより、島内の道路で通行できなくなる区間が発生する。 

・被災又は燃料不足により自動車が利用できず、中長期にわたり生活に支障をきたす。 

・港湾施設の被災、航路障害物等により、海運による生活物資の搬入が途絶する。 

・多数の負傷者の発生により、島内診療所の受入能力を超える、さらに、診療所が被災した

場合に更に深刻化する。 

・空港の被災（停電を含む。）により、重傷者等の本土への搬送が平常時よりも遅れる。 

第２節 風水害等 

１ 風水害 

台風等に伴う暴風、大雨、高潮等を想定する。 

２ 土砂災害 

新島村には、急傾斜地崩壊危険箇所が36箇所、土石流危険渓流が5箇所指定されている。そ

のうち、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に基づく急傾斜地崩壊危険区域が1

箇所指定されている。 

また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき、都に

より土砂災害警戒区域等の指定の前段として基礎調査が実施され、土砂災害警戒区域が186箇

所（土石流161箇所、急傾斜地の崩壊25箇所）、そのうち土砂災害特別警戒区域が167箇所指

定されている。 

これらの箇所での土砂災害の発生を想定する。 

３ 火山災害 

新島村には、南部と北部に向山・宮塚山・阿土山などの流紋岩の溶岩ドーム群がある。838年

～886 年には、阿土山火山及び向山火山が噴火し、マグマ水蒸気爆発、火砕流、火砕サージの

噴出等が発生しており、これと同様の噴火を想定する。 

第３節 その他災害 

大規模事故として、次の災害を想定する。 

１ 大規模事故 

（１）船舶遭難 

（２）航空機墜落 

（３）流出油 

２ 危険物事故・大規模火災 

（１）危険物等の爆発・炎上 

（２）危険物質の漏出等 

（３）大規模火災 
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第２部 災害予防計画 

第１章 災害に強い村づくり 

項目 村担当 関係機関 

第１節 施設等の整備 建設課 大島支庁新島出張所 

第２節 農林漁業防災対策 産業観光課 
島しょ農林水産総合センター大

島事業所、大島支庁新島出張所 

第３節 建築物の安全対策 総務課、建設課 大島支庁新島出張所 

第４節 ライフライン施設の安

全対策 
建設課 

東京電力パワーグリッド（株）、

LPガス事業者、各通信事業者 

第５節 文化財の安全対策 教育課、博物館  

第１節 施設等の整備 

１ 道路の整備 

道路は、まちづくりの基幹的な施設であるとともに、災害時の避難路や緊急車両の通行、さ

らに災害対策活動の交通輸送路として重要な役割を果たしている。 

このため、村（建設課）は、村道について、道路狭隘部分の拡幅、街路灯の設置、歩行者

専用道路の整備を推進する。 

都（大島支庁新島出張所）は、住民の生活を支え、緊急時の重要な避難路となる都道につ

いて、道路の拡幅・線形改良、斜面崩壊対策を推進し、地域の防災性をさらに強化する。 

また、村は、都に対し式根島循環線（都道237号）の整備を要望する。 

２ 港湾及び漁港施設の整備 

港湾・漁港は、離島の重要な漁業活動の基盤であるとともに、災害発生時には、救援物

資、応急・復旧用資機材及び住民、観光客等の海上輸送の施設として極めて重要な役割を担

う。 

このため、港湾・漁港管理者（大島支庁新島出張所）は、既存岸壁の改良等や防波堤の整

備により港内の静穏を図る。 

また、港湾等の施設利用者が高所へ避難するために、港湾・漁港に津波避難誘導施設を整

備する。 

３ 空港施設の整備 

空港は、災害時における住民・観光客等の避難、傷病者の搬送等の重要な拠点となる。 

このため、空港管理者（大島支庁新島出張所）は、航空機の使用を円滑ならしめるよう、

管理上の万全を図る。 

４ 海岸保全計画 

地震・津波・高潮に対する安全性を確保するため、都（大島支庁出張所）は、「伊豆小笠原諸

島沿岸海岸保全基本計画」に基づき、海岸保全施設を整備する。 
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第２節 農林漁業防災対策 

１ 農林防災計画 

各種気象災害（台風、大雨、大雪、寒冷、強風、干ばつ）に対して、村（産業観光課）は、

気象庁本庁発表の長期予報、注意報、警報を農業協同組合及び各種団体を通じ、早期に農林経

営体に連絡し、防災措置を講ずるよう指導する。 

都（島しょ農林水産総合センター大島事業所、大島支庁新島出張所）は、農業協同組合等の

関係機関と連携して予想される被害（病害虫も含む）の対策について指導を行う。 

２ 漁業防災計画 

都（大島支庁新島出張所）及び村（産業観光課）は、漁業無線装置を使い気象の急激な変化

に対する情報伝達の手段を講じる。 

また、連絡船については、津波等の情報伝達や迅速な避難ができるよう防災体制を構築する。 

漁船以外の出漁についても、常に状況を把握して気象の変化を周知できる手段を確保する。 

第３節 建築物の安全対策 

１ 建築物の耐震化 

村（建設課）は、「東京都耐震改修計画」に基づき、民間建築物の耐震診断・耐震改修を促進

する。公共施設ついては、老朽化の度合いに応じ、計画的に修繕や耐震化を進め、長寿命化を

目指すとともに、維持管理の効率化を図り、定期的な点検調査を実施する。 

また、住民が安心して建築物を利用できるよう、耐震性のある建物であることを示す「耐震

マーク表示制度」の普及を推進する。 

２ 落下物、家具類の転倒・落下・移動の防止 

（１）一般住宅 

村（建設課）は、住民に対し、家具や家電製品の転倒・落下・移動防止対策について、

パンフレットやホームページ等により啓発を行う。 

また、高齢者や障がい者がいる世帯を中心に、家具類の固定器具の配布や取付けなどの

支援制度を設けるなど、家具類の転倒・落下・移動防止器具の取付け事業を推進する。 

（２）公共施設 

村（総務課）は、役場、支所、診療所等の公共施設のオフィス家具類の転倒・落下・移

動防止対策を実施する。 

３ ブロック塀等の崩壊の防止計画 

村（総務課）は、都（大島支庁新島出張所）と連携し、建築物防災週間や建築確認時等の

機会を捉えて、ブロック塀の倒壊による危険性や対策の必要性について啓発し、改善指導を行

う。 

第４節 ライフライン施設の安全対策 

各ライフライン事業者は、事業計画等に基づき施設の耐震性及び代替性確保等の対策を推進

する。 

１ 水道施設 

村（建設課）は、水道施設の耐震性の向上を図るとともに、バックアップ体制や緊急時にお
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ける給水能力の強化等を図る。 

２ 電力施設 

東京電力パワーグリッド（株）は、施設を耐震設計基準に基づき設置している。 

電気の供給信頼度の一層の向上を図るため、災害時においても、早期に停電が解消できるよ

う体制の強化に努める。 

３ ガス施設 

LPガス販売業者は、転倒・転落防止措置、マイコンメーター等の安全器具の普及、地震時の

バルブ等開閉措置の啓発等を図る。 

４ 通信施設 

各通信事業者は、電気通信設備及び附帯設備の防災設計（耐震・耐火・耐水設計等）を実施

するとともに、通信施設が被災した場合においても、応急の通信が確保できるよう通信設備の

整備を行う。 

第５節 文化財の安全対策 

有形・無形文化財及び史跡・旧跡並びに天然記念物など貴重な文化財を保護・保全して次代

に引き継ぐため、これらを火災等の被害から守る必要がある。 

村（教育課、博物館）は、地震、台風等による建造物の倒壊も予想されることから、災害予

防の徹底を図り、以下の防災点検を進めるものとする。 

（１）文化財の定期的な見回り・点検、文化財周辺環境の整理整頓 

（２）防災計画の作成、巡視規則や要綱の作成等 

（３）国、都が主催する文化財の防災に関する講習会等への参加、ポスターの掲示、防災訓練へ

の参加の呼びかけ 

（４）防災訓練の実施 

（５）防災設備の外観点検、機能点検、総合点検、代替措置の整備 

（６）消防団への円滑な通報体制の確立、隣者の応援体制、文化財防災点検表による定期的な自

主点検 
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第２章 火災予防対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 出火等の防止 総務課 都 

第２節 危険物施設等の安全化  都 

第３節 消防体制の整備 総務課  

第１節 出火等の防止 

１ 出火等の防止 

村（総務課）は、火気設備・器具の安全化について、火災予防条例に基づき、石油燃焼機器

類への対震安全装置の設置の徹底、火気設備・器具周囲の保有距離の離隔及び固定等、各種の

安全対策を推進する。 

また、発災直後の出火以外にも、地震発生から数日後の復電による通電火災等が発生する可

能性があるため、感震ブレーカーの設置について指導する。 

さらに、飲食店等の防火対象物及び多量の火気を使用する作業場等に対して、火気設備・器

具等の固定、当該設備・器具への可燃物の転倒・落下防止措置、災害時における従業員の対応

要領等について立入検査等において指導する。 

なお、各事業所に対しては、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成状況を確認

し、作成していない事業所に対しては、計画の作成を指導する。 

２ 初期消火体制の強化 

村（総務課）は、消防用設備等が地震時にも機能を十分に発揮し、火災を初期のうちに消火

できるよう、住民及び事業者に耐震措置を指導する。 

また、各家庭からの出火や火災の拡大を防止するため、住宅用火災警報器をはじめ住宅用防

災機器等の普及を図る。 

第２節 危険物施設等の安全化 

１ 石油等危険物施設の安全化 

都（東京消防庁）は、危険物施設に対して耐震性強化の指導、自主防災体制の整備、活動要

領の制定、防災資機材の整備促進、立入検査の実施など、出火防止や流出防止対策の推進を図

るとともに、津波発生時等における施設、設備に対する応急措置等について事業所指導を徹底

し、保安管理体制の充実、強化を図る。 

また、製造所、特定屋外タンク貯蔵所、給油取扱所（営業用）及び化学反応工程を有する一

般取扱所等に対しても立入検査等を実施し、適正な貯蔵、取扱い及び出火危険排除のための安

全対策について指導する。 

なお、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成状況を確認し、未作成の場合は作

成を指導する。 

２ LPガス消費施設の安全化 

都は、LPガス販売事業者等に対する立入検査等を行い、保安の確保に努める。 

また、災害防止を図るため、LPガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年

法律第149号）に基づき、次の措置を講じるよう指導する。 
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（１）学校等公共施設及び集合住宅等に対するガス漏れ警報器の設置 

（２）料理飲食店、一般住宅等を含めた全施設に対する安全装置付末端閉止弁（ヒューズコック）

の設置 

都は、地震時の容器の転倒防止や配管の破損等の被害を最小限に抑え、LPガス漏えい等によ

る二次災害を未然に防止するため、「液化石油ガス供給・消費設備基準」に基づき指導する。 

３ 毒物・劇物取扱施設の安全化 

都は、危害の未然防止のため、所管する毒物・劇物取扱施設への立入検査を実施するほか、

講習会等を開催し、保守点検等の励行、事故発生時の対応措置及び定期的防災訓練の実施等を

指導する。 

都教育庁は、学校における毒物・劇物災害を防止するため、「学校における理科系実験用薬品

類の管理について」を小中高等学校に周知し、事故防止に努める。 

第３節 消防体制の整備 

１ 消防活動体制の整備 

新島村は、常備消防を有していないため新島消防団と式根島消防団の2つの非常備消防によ

り、有事の即応体制の確立を図っている。 

そのため、村（総務課）は、消防団員の確保を図るとともに、東京消防庁の協力を得ながら

活動体制の整備を図る。 

２ 消防資機材の整備 

村（総務課）は、消防ポンプ車、装備資機材の整備を図る。 

また、防火水槽の整備や維持管理の他、プール等のその他の水利の確保に努める。 
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第３章 津波災害の予防対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 津波防災意識の啓発 総務課  

第２節 津波避難体制の整備 総務課、産業観光課  

第３節 津波避難場所等の指定 総務課  

第４節 避難設備の整備 総務課、建設課  

第１節 津波防災意識の啓発 

１ ハザードマップ等の作成、配布 

村（総務課）は、住民等に対し、津波警報・注意報等や津波対策等を正しく認識するために、

啓発に努めるとともに、津波浸水ハザードマップを作成・配布し、住民等に対して、津波への

対応や避難の方法、避難所等の位置等の周知を行う。 

２ 津波避難訓練 

村（総務課）は、津波避難計画に基づき、防災関係機関、地域住民、事業所等が一体となっ

て、津波警報・注意報の受伝達、避難誘導、避難等を行う実践的な訓練を実施する。 

第２節 津波避難体制の整備 

１ 津波警報・注意報等の伝達体制の充実 

村（総務課）は、津波警報・注意報等の情報伝達に対して、防災行政無線だけでなく、全国

瞬時警報システム（J-ALERT）、緊急速報メール等の SNS、サイレン、漁業無線等を用いた伝達

手段の多重化・多様化を図る。 

また、村内各施設への電話連絡や、漁港・港湾、海岸にいる人に確実に伝達できるよう、人

員配置等のあらゆる手段を活用した体制を構築する。 

２ 避難誘導体制の構築 

（１）津波避難計画の作成・見直し 

村（総務課）は、津波浸水想定に基づき、避難対象区域、避難場所、避難目標地点、避難

経路等を定めた津波避難計画を作成するとともに、社会環境の変化に応じて定期的に見直し

を行う。 

（２）避難行動要支援者の避難支援体制の整備 

村（総務課、民生課）は、避難行動要支援者名簿を作成し、避難支援体制を整備する。 

取組内容は、第２部第５章第５節による。 

（３）施設管理者の対策 

村（総務課）は、津波避難対象区域内の社会福祉施設、学校、保育園、診療所等が、施設

利用者等を円滑に避難させるため、各施設で作成する津波避難計画の策定を支援する。 

３ 観光客等の対策 

村（総務課、産業観光課）は、観光客等の安全な避難を確保するため、観光・宿泊施設等へ

の津波浸水ハザードマップの掲示や津波避難計画の策定を促進する。 
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第３節 津波避難場所等の指定 

村（総務課）は、施設管理者との協議、自主防災組織や住民の意見を踏まえ、津波避難場所等

の施設を指定し、必要な整備を推進する。 

【津波避難施設の種類と定義】 

避難施設等の種類 指定基準 

指定緊急避難場所（津波） 

津波の危険から安全を確保する高台や施設で、津波避難対象

地域（避難目標ライン）の外側にあるもの、又は内側で津波

の高さ以上を確保するなど安全が確保されるものとする。 

指定避難所 

津波によって住居が被災した住民が一定期間滞在する屋内

施設で、津波災害時は避難対象地域（避難目標ライン）の外

側の施設とする。 

第４節 避難設備の整備 

１ 避難看板等の設置 

村（総務課）は、観光客等を緊急避難場所等へ円滑に誘導するための避難看板等の設置を推

進する。設置に当たっては、外国人に配慮した外国語やピクトグラムの表示に努める。 

なお、避難看板等を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、

どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するとともに、災害種別一般図記号を使っ

た避難場所標識の見方に関する周知に努める。 

２ 避難誘導環境の整備 

村（建設課、総務課）は、避難誘導看板や夜間避難に備えた街路灯の設置など、津波避難を

円滑にするための環境整備を推進する。 
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第４章 土砂災害の予防対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 土砂災害対策 総務課 大島支庁新島支所 

第２節 土砂災害の警戒避難体

制の構築 
総務課 大島支庁新島支所 

第１節 土砂災害対策 

１ 土石流対策 

新島村には、都により土石流危険渓流が５箇所指定されている。 

都は、これらの渓流のうち、特に危険性が高く、あるいは、人家や公的施設の多い渓流を砂

防指定地に指定し、砂防堰堤や流路工などの砂防事業を実施しており、今後とも、順次、事業

を行う。 

２ がけ崩れ対策 

新島村には、都により急傾斜地崩壊危険箇所が36箇所指定されている。 

都は、このうち危険度の高いものから順次、村長の意見を聴いて急傾斜地崩壊危険区域に指

定し、必要な対策を行っている。 

なお、急傾斜地崩壊危険箇所のうち1箇所が急傾斜地崩壊危険区域に指定されている。 

第２節 土砂災害の警戒避難体制の構築 

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」は、土砂災害から住民

の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区域についての危険の周知、避難体制の整備を図る

とともに、著しい土砂災害が発生するおそれのある区域において住宅等の新規立地の抑制等のソ

フト対策を推進しようとするものである。 

１ 土砂災害警戒区域の指定 

都（大島支庁新島支所）は、斜面や渓流及びその下流など土砂災害により被害を受けるおそ

れのある区域の地形、地質、土地利用状況等についての基礎調査を実施、公表し、住民説明会

等を開催した後、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定を行う。 

２ 警戒避難体制の整備 

村（総務課）は、土砂災害警戒区域の指定や見直しがあった場合は、同区域を本計画に記載

するとともに、土砂災害に関する情報の伝達方法等を記載したハザードマップを配布するなど

必要な措置を講ずる。 

３ 要配慮者利用施設の避難確保計画の作成等 

村（総務課）は、土砂災害警戒区域内の社会福祉施設、学校、診療所その他の主として防災

上の配慮を要する者が利用する施設について、地域防災計画にその名称及び所在地を定める。 

地域防災計画に位置付けられた要配慮者利用施設の管理者等は、利用者の避難を確保するた

め必要な事項を定めた避難確保計画を作成し、村長に報告するとともに、避難確保計画に基づ

き避難訓練を実施する。 

避難確保計画の内容は、次のとおりである。 
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ア 防災体制           イ 避難誘導 

ウ 施設の整備          エ 防災教育及び訓練の実施 

オ そのほか利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な措置 

４ 要配慮者利用施設への支援 

村（総務課）は、要配慮者利用施設を地域防災計画に位置付ける場合は、管理者等に対し土

砂災害の危険性や避難確保計画作成に関する説明を行う。 

また、避難確保計画の報告があった場合は、「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設におけ

る避難計画点検マニュアル」（厚生労働省・国土交通省）に基づき、内容の確認や助言を行う。 

また、避難確保計画を作成していない管理者等に対して作成に関する指示をし、作成を促す

ようにする。 

【要配慮者利用施設】 

施設の名称 所在地 

新島はまゆう会 特別養護老人ホーム 東京都新島村字瀬戸山116-2 

 



第２部 災害予防計画 第５章 防災行動力の向上 

26 

第５章 防災行動力の向上 

項目 村担当 関係機関 

第１節 防災知識の普及・啓発 総務課、教育課 教育庁大島出張所 

第２節 防災訓練 総務課、消防団 
大島支庁新島出張所、新島

警察署 

第３節 自主防災活動の強化 総務課、産業観光課、消防団  

第４節 避難施設の整備 総務課、民生課  

第５節 要配慮者の安全対策 総務課、民生課、産業観光課  

第６節 備蓄体制の整備 総務課、建設課  

第７節 災害ボランティア活動

環境の整備 
総務課 村社会福祉協議会 

第１節 防災知識の普及・啓発 

１ 職員の防災教育 

村（総務課）は、所属職員に対して次の防災教育を行う。 

（１）防災計画の概要、活動体制、その他防災に関する講習会、研究会等を開催し、その内容及

び運用等について周知徹底を図る。 

（２）都又はその他の防災関係機関が開催する講習会、講演会又は訓練等に対し、積極的に職員

を派遣する。 

（３）防災行政無線従事者の育成を図るため、無線従事者講習会等に積極的に参加させる。 

２ 住民に対する防災知識の普及 

災害が発生した場合には、すべての応急対策について行政が対応することは困難であること

から、住民自らの自主防災意識と行動が重要となる。 

村（総務課）は、防災訓練や普及活動を通じて、住民に防災知識の普及を図る。 

（１）普及事項 

住民は、次に掲げる措置をはじめ、「自らの生命は自らが守る」ために必要な防災対策を推

進する。 

ア 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 

イ 日頃からの出火防止 

ウ 消火器、住宅用火災警報器などの住宅用防災機器の準備 

エ 家具類の転倒・落下・移動防止や窓ガラス等の落下・防止 

オ ブロック塀の点検補修など、家の外部の安全対策 

カ 水（1日一人3リットル）、食料、医薬品、携帯ラジオなど非常持出品や簡易トイ

レの準備 

キ 災害が発生した場合の家族の役割分担、避難路、避難場所や連絡方法の確認 

ク 都及び村が行う防災訓練や防災事業への積極的な参加 

ケ 自主防災組織等が行う、地域内での相互協力体制の構築への協力 

コ 避難行動要支援者がいる家庭における、「避難行動要支援者名簿」情報の避難支援

等関係者への事前提供についての同意及び円滑かつ迅速な避難への備え 
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サ 災害発生時に備え、避難所、避難場所及び避難経路等の確認・点検 

シ 過去の災害から得られた教訓の伝承等による防災への寄与 

（２）普及方法 

村（総務課）は、防災パンフレットや防災マップ等を作成し、各家庭及び施設に配布する

とともに、講習会、防災訓練の実施などを通じて、住民の防災意識の向上を図る。 

なお、防災知識の普及等を推進する際には、性別による視点の違いに配慮し、女性の参画

の推進に努めるとともに、女性や青年を含めた防災リーダーを育てる防災教育を実施する。 

３ 学校教育における防災教育 

村（教育課）及び都（教育庁大島出張所）は、児童・生徒等の防災教育を推進する。 

（１）児童・生徒等に関する防災教育 

学校における防災教育は、児童・生徒等の発達段階に応じ、災害発生時に起こる危険や災害

時の対応などについて理解させ、安全な行動がとれるよう指導する。 

また、村が過去に経験した災害事例をもとにした指導方法や、村の自然環境を含めた指導内

容とすることで、防災を身近な問題として認識できるように留意するほか、「防災ノート～災

害と安全～」などを活用した防災教育を推進する。 

（２）教職員に対する防災研修 

災害時において、教職員としてのとるべき行動、児童・生徒等に対する安全確保、負傷者

の応急手当、初期消火活動等特に留意する事項、村が過去に経験した災害等について研修を

行う。 

また、各学校は、教職員の危機管理意識の高揚、児童・生徒等の安全確保、施設・設備の

管理を行うための体制など必要事項を定めた学校防災計画を策定するよう努める。 

第２節 防災訓練 

１ 総合防災訓練 

大規模な災害が発生した場合を想定し、村と都及び島内・外各防災関係機関との合同で、関

係団体や住民、事業所等の協力を得て、訓練を総合的に実施する。 

訓練の内容は、次のとおりである。 

（１）情報の収集・伝達 （２）災害対策本部設置・運営 （３）被災地偵察 

（４）避難誘導     （５）救出・救助       （６）医療救護 

（７）初期消火     （８）交通規制        （９）支援物資の輸送 

（９）給水       （10）避難所運営       （11）炊出し 等 

２ 村が主体となって実施する防災訓練 

村（総務課）は、地域における防災対策の主体として災害対策活動の円滑を期するため、防

災訓練に必要な組織及び訓練実施方法等に関する計画を定め、訓練を実施する。 

訓練は、10月第3土曜日に実施するほか、あらゆる機会をとらえ、訓練を実施するよう努め

る。 

３ 消防訓練 

村（総務課）は、消火、救助に関する研修及び訓練を実施する。 

また、東京都消防訓練所等の指導を仰ぎ、消防団の規律の保持と技術の向上を目的とした訓

練も実施するものとする。 
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第３節 自主防災活動の強化 

１ 自主防災組織の活性化 

（１）自主防災組織の結成 

地域における防災は、住民の一人ひとりが「自分たちの村は自分たちで守る」との観点

から、地域住民が結成した自主防災組織の活動を中心に自主的な防災活動を行うことが重

要である。 

このため、村（総務課）は、自治会等を単位に自主防災組織の結成を促進する。 

（２）自主防災活動の推進 

村（総務課）は、自主防災組織の活動が効果的に行われるよう、住民への積極的な支援・

助言を行い、自主防災活動を支援する。 

特に、自主防災組織に係る広報、訓練及びリーダー育成を行い、住民の参加を推進し、災

害時に自ら行動できる人材を育成していく。 

自主防災組織の役割やとるべき措置は次のとおりである。 

ア 防災に関する知識の普及や出火防止の徹底 

イ 情報伝達、初期消火、救出救助、応急救護、避難など各種訓練の実施 

ウ 避難、消火、救助、救護、炊出資器材等の整備・保守及び簡易トイレ等の備蓄 

エ 地域内の危険箇所の点検・把握及び地域住民への周知 

オ 地域内の避難行動要支援者の把握及び避難行動要支援者の避難支援プラン（個別

計画）作成等の災害時の支援体制の整備 

カ 行政や地域内の企業・事業所との連携・協力体制の整備 

キ 要配慮者や女性の視点を踏まえた避難所運営支援 

２ 消防団の活動体制の充実 

消防団は、村と自主防災組織や住民との間をつなぐ存在であり、地域における共助活動の

中心的存在でもある。 

村（総務課）は、消防団員がより意欲的かつ効果的に活動できるよう、活動しやすい環境

や資機材の整備など、消防団の活動を支援し、その体制の強化を推進する。 

（１）応急手当普及員を養成し、消防団員の応急救護技能の向上を図る。 

（２）新入団員への入団教育を充実し、災害活動技能の早期習得を図る。 

（３）消防団員が有している重機操作、自動車等運転の各種資格を震災等の大規模災害時に有効

に活用できる体制を整備する。 

（４）消防団の活動等に係る自主学習用教材を配布するなど、団員の生活に配慮した訓練方法や

訓練時間の工夫を推進し、団員の仕事や家庭との両立を図る。 

（５）消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」として認定し、地域防災体

制の一層の充実を図る。 

（６）地域住民等に対する防火防災教育訓練を通じて消防団と地域住民等との連携を強化し、地

域防災力の向上を図る。 

３ 事業所及び施設等の自主防災活動 

村（総務課、産業観光課）は、地域との協定締結の促進や合同訓練の実施、事業所防災計

画の作成促進等により、事業者の防災力を向上させる。 

また、広報紙や防災展等で、事業所相互間及び事業所と自主防災組織の連携の重要性につ
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いて、広く啓発に努める。 

４ 地区防災計画の作成 

村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者は、防災力の向上を図る

ため、共同で防災訓練の実施、物資等の備蓄、要配慮者等の避難支援体制の構築等自発的な防

災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画を作成し、こ

れを地区防災計画の素案として村防災会議に提案する。 

村（総務課）は、地区防災計画の提案を受けた場合、必要があると認めるときは、村地域

防災計画に地区防災計画を位置付ける。 

第４節 避難施設の整備 

１ 指定緊急避難場所・指定避難所の指定 

（１）指定緊急避難場所 

村（総務課、民生課）は、災害種別に応じて、災害及び二次災害のおそれのない場所にあ

る施設、又は構造上安全な施設を緊急避難場所として指定し公示する。 

指定した緊急避難場所については、災害の危険が切迫した緊急時において、施設の開放を

行う担当者をあらかじめ定める等管理体制を整備する。 

（２）指定避難所 

村（総務課）は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、学校等の公

共的施設等を対象に、その管理者の同意を得た上で、被災者が避難生活を送るための指定

避難所をあらかじめ指定し、住民への周知徹底を図る。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所の役割が違うことについて、日頃から住民等への

周知徹底に努めるとともに、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動

の場であることに配慮するものとする。 

【避難施設の定義】 

指定緊急避難

場所 
住民等が災害から命を守るために緊急的に避難する施設又は場所 

指定避難所 

災害の危険性があり避難した住民等を、災害の危険性がなくなるま

でに必要な間滞在させ、又は災害により家に戻れなくなった住民等

を一時的に滞在させるための施設 

（３）福祉避難所 

村（総務課、民生課）は、指定避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者の

ため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努める。 

２ 避難所の生活環境の整備 

（１）指定避難所の生活環境の整備 

村（総務課、民生課）は、指定避難所において貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホール

トイレ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努めるとともに、テレビ、ラ

ジオ等の情報入手手段の整備を図る。 
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また、指定避難所又はその近傍に備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、炊き出し

用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄に努める。 

（２）指定避難所の管理運営体制の整備 

村は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、住民等が主体的に指定避難所を運営できる

よう指定避難所の運営管理のために必要な知識等の普及に努める。 

また、村（総務課、民生課）は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指

定管理者との間で事前に開設・運営に関する役割分担等を定めるよう努める。 

第５節 要配慮者の安全対策 

１ 地域における安全体制の確保 

（１）要配慮者対策の普及啓発 

村（総務課、民生課）は、高齢者、障がい者、難病患者、妊産婦、乳幼児等の要配慮者を

対象として、都が作成した「災害時要援護者防災行動マニュアル作成のための指針」及び「災

害時要援護者への災害対策推進のための指針」を参考に、村の実情に応じたマニュアルを作

成し、防災知識の普及啓発に努める。 

また、村（総務課、民生課）は、保健福祉事業や施設を介して、要配慮者やその家族に災

害時に備え、安全対策を講ずるとともに、防災訓練や防災講演会等の行事に積極的に参加す

るよう啓発を行う。 

（２）防災行動力の向上 

村（総務課、民生課）は、総合防災訓練等において、都及び防災関係機関と共同して、自

主防災組織を中心とした要配慮者に対する災害対策訓練を実施するなど、防災行動力の向上

に努める。 

２ 避難行動要支援者名簿を活用した避難誘導体制の整備 

村（総務課、民生課）は、災害対策基本法第49条の10の規定に基づき、「要配慮者のう

ち、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者」（避難行動要支援者）の把

握に努めるとともに、当該住民の避難の支援、安否の確認、生命又は身体を災害から守るため

必要な措置を実施するための基礎とする名簿として、「避難行動要支援者名簿」を作成する。 

また、避難行動要支援者名簿の作成及び活用に当たっては、内閣府が作成した「避難行動

要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成25年 8月）を参考にし、迅速かつ円滑な避

難誘導体制の整備を推進する。 

（１）避難支援等関係者 

自治会、消防団、新島警察署、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、福祉事業者を避難

支援等関係者とする。 

（２）避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

避難行動要支援者の範囲は、次のとおりとする。 

ア 65歳以上の一人暮らしの方、又は65歳以上の方のみの世帯 

イ 介護保険 要介護3以上の認定を受けている方 

ウ 身体障害者手帳（1・2級）の交付を受けている方 

エ 療育手帳（Ⓐ・A）の交付を受けている方 

オ 精神障害者保健福祉手帳を所持している方 

カ その他村長が認めた方 
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（３）名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

村（総務課、民生課）は、避難行動要支援者名簿登録申請について福祉担当が把握してい

る要介護高齢者や障がい者等の情報を集約する。記載する個人情報は次のとおりとする。 

ア 氏名               イ 生年月日     

ウ 性別               エ 住所又は居所  

オ 電話番号その他の連絡先      カ 避難支援等を必要とする事由 

キ 避難支援等の実施に関し村長が必要と認める事項 

（４）名簿の更新に関する事項 

名簿は、1年に１回更新を図る。 

（５）情報の提供に際しての情報漏えい防止措置 

情報を提供する避難行動要支援者は、提供の同意を得た者とする。名簿の提供先は、消防

団、新島警察署、社会福祉協議会、自治会とし、自治会等には、守秘義務の周知徹底、名簿

の保管方法の指導、名簿の原則複製禁止、名簿取扱者及び閲覧の制限等の誓約を交わすもの

とする。 

（６）避難のための情報伝達 

村（総務課、民生課）は、消防団等を通じて、確実に避難情報が伝達できるよう体制を構

築する。 

（７）避難支援等関係者の安全の確保 

避難行動を支援する者には、津波到達の 30 分前には津波浸水想定区域から退避できるよ

うルールを徹底する。 

３ 社会福祉施設等の安全対策 

社会福祉施設等の管理者は、避難確保計画の作成や防災訓練等により防災体制を整備する。 

村（総務課、民生課）は、社会福祉施設施設との通報訓練を行うなど、安全対策について連

携を図る。 

４ 外国人・観光客等の安全対策 

村（総務課、産業観光課）は、外国人を含め、観光客や一時滞在者に対し、防災パンフレッ

ト、チラシ等の配布、避難経路及び避難場所等の標識の明示、観光関連事業者と連携した情報

提供体制により安全対策を行う。 

第６節 備蓄体制の整備 

１ 食料及び生活必需品等の確保 

村（総務課）は、都と連携して、分散備蓄等により発災後7日分の物資の確保に努める。 

被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえるとともに、要配

慮者や女性・子供など様々な避難者のニーズに対応した物資の確保に留意する。 

調製粉乳の備蓄について、村は災害発生後の最初の3日分を備蓄する。 

２ 飲料水及び生活用水の確保 

（１）給水拠点の整備 

村（建設課）は、雨水貯留槽、非常災害用井戸等の整備により、水の確保に努める。 

（２）生活用水の確保 

村（総務課）は、事業所及び家庭においては、平素から水の汲み置き等により生活用水の
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確保に努めるよう広報する。 

３ 備蓄倉庫及び輸送拠点の整備 

村（総務課）は、備蓄倉庫の確保及び平時における管理運営を行う。 

また、避難所等へ食料及び生活必需品等を搬送するための仕分け・一時的保管機能を持つ場

所として、あらかじめ地域内輸送拠点を選定し、都福祉保健局に報告する。 

なお、学校の余裕教室等を活用するなどして、分散備蓄の場所の確保を進めるよう努める。 

第７節 災害ボランティア活動環境の整備 

１ 災害ボランティア意識の醸成 

新島村社会福祉協議会は、都や民間等が行う様々な研修の場や広報等を活用し、平常時から

災害ボランティアの社会的意義等についての啓発を行う。 

２ 災害ボランティアの受入れ体制 

新島村社会福祉協議会は、今後災害時におけるボランティアの活動形態に対応できるように、

平常時から都とのネットワークを構築し、情報交換と連携体制づくりを推進する。 

また、受入れ方法や運営体制の整備、災害ボランティアの活動拠点の指定と必要な資機材の

備蓄などについて、村と社会福祉協議会の役割分担や連携方法等について検討を進める。 
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第３部 災害応急・復旧対策計画 

第１章 応急活動体制 

第１節 配備体制 

１ 配備体制 

（１）配備基準 

災害が発生したときの体制は、次のとおりとする。 

【地震・津波の配備体制】 

体制 種別 基準 配備要員 

警戒 

体制 

第一次 

警戒態勢 

・震度3の地震が短時間（10分

以内）に3回以上発生した場

合 

・総務課長、防災担当（行政係） 

・その他自宅待機 

第二次 

警戒態勢 

・震度4の地震が発生した場合 
・副村長、総務課長、防災担当（行政

係）、全管理職、式根島支所職員 

・津波注意報が発表された場合 

・副村長、総務課長、防災担当（行政

係） 

・その他自宅待機 

災害対策本部体制 

・震度5弱以上の地震が発生し

た場合 

・村長、副村長、教育長、全職員 

（式根島・若郷在住職員は各支所参

集） 

・津波警報（3m以下）が発表さ

れた場合 

・村長、副村長、教育長、総務課長、

防災担当（行政係）・庶務係長、全管

理職 

・式根島支所長、式根島支所職員 

・若郷支所長 

・大津波警報（3m以上）が発表

された場合 

・村長、副村長、教育長、全職員 

（式根島・若郷在住職員は各支所参

集） 

【風水害等の配備体制】 

体制 種別 基準 配備要員 

警戒 

体制 

第一次 

警戒態勢 

・台風の接近等により被害が想

定される場合 
・台風等の進路、規模等に応じて配備 

・警報（大雨）が発表された場

合 

・総務課長、防災担当（行政係）、式根

島支所長、若郷支所長、その他必要

な職員を配備 

・小規模火災（早期消火見込ま

れる）が発生した場合 

・事故が発生した場合 

・副村長、総務課長、防災担当（行政

係）、その他必要な職員を配備 

第二次 

警戒態勢 

・土砂災害警戒情報が発表され

た場合 

・副村長、教育長、総務課長、防災担

当（行政係）、全管理職、式根島支所

職員 

（式根島・若郷在住職員は各支所参

集） 

・大規模火災が見込まれる場合 

災害対策本部体制 ・大規模火災が発生した場合 ・村長、副村長、教育長、全職員 
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・大規模な被害が発生した場合 （式根島・若郷在住職員は各支所参

集） 
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（２）配備の決定 

地震・津波の場合、基本的に震度、津波情報に基づく自動配備とする。 

風水害等の場合、総務課長は、災害情報及び必要な対策等について、村長に報告する。村

長は、報告に基づいて配備体制及び配備要員を決定する。 

２ 職員の参集 

（１）参集連絡 

総務課長（防災担当）は、各課長及び支所長に配備・参集を連絡する。各課長・支所長は、

所属職員に連絡する。連絡は、電話及び庁内放送等を用いる。 

なお、地震・津波の場合は、上記の連絡の他、各職員がテレビ、ラジオ等で情報を確認し、

配備基準に該当する場合は自ら参集する。 

（２）参集場所 

参集場所は、次のとおりとする。 

区分 条件 参集場所 

勤務時

間内 

・風水害等 

・地震、津波（注意報・警報、津波

なし） 

・通常の勤務場所 

・地震、津波（大津波警報） 
・一時避難場所に避難、その後、防衛装備

庁航空装備研究所新島支所 

勤務時

間外 

・風水害等 

・地震、津波（注意報・警報、津波

なし） 

・通常の勤務場所 

・地震、津波（大津波警報） 
・防衛装備庁航空装備研究所新島支所 

・式根島支所 

第２節 警戒体制 

１ 警戒体制の指揮 

警戒体制の指揮は、配備に応じて、総務課長又は副村長がとるものとする。 

２ ミニ防災会議の開催 

警戒体制をとった場合、総務課長及び式根島支所長は、それぞれミニ防災会議を開催し、迅

速な対応と適切な判断を行う。 

なお、ミニ防災会議での検討事項は、村長に報告し承認を得るものとする。緊急を要する場

合は、村長に災害対策本部の設置を申請する。 

【ミニ防災会議の構成】 

会議名 会議メンバー 

新島ミニ防災会議 
副村長、総務課長、新島消防団長、自治会連合会長、新島警察

署長、大島支庁新島出張所長 

式根島ミニ防災会議 
支所長、式根島消防団長、自治会連合会副会長、漁業協同組合

長、式根島観光協会長、新島警察署（駐在所署員） 
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第３節 災害対策本部 

１ 災害対策本部の設置 

（１）設置基準 

村長は、次の設置基準に該当した場合、災害対策本部を設置する。 

ア 村内で震度5弱以上の地震が発生した場合 

イ 津波予報区「伊豆諸島」に津波警報、大津波警報が発表された場合 

ウ 大規模な被害が発生した場合 

エ その他村長が必要と認めた場合 

（２）設置場所 

災害対策本部は、村役場に設置する。 

村役場が被災した場合は、防衛装備庁航空装備研究所新島支所に設置する。 

（３）本部設置の通知 

村は、災害対策本部を設置したときは、ただちに、知事にその旨を報告するとともに、新

島警察署、消防団等の関係機関に通報する。 

（４）災害対策本部の廃止 

本部長は、災害の発生する危険が解消したと認めたとき、又は災害応急対策が概ね完了し

たと認めたときは、災害対策本部を廃止する。廃止の通知は、設置時の通知と同様とする。 

２ 災害対策本部の運営 

（１）指揮 

災害対策本部の設置及び指揮は、村長（本部長）の権限により行われるが、村長（本部長）

の判断を仰ぐことができない場合は、次の順によりその権限を委任する。 

第 1位 副村長   第2位 総務課長    第 3位 企画財政課長 

（２）本部長室 

本部長は、本部長室において、災害応急対策に関する基本方針その他重要事項を審議決定

する。 

【本部長室の運営】 

本部長室の構成 審議事項 

本部長（村長） 

次長（副村長） 

本部員（管理職） 

ア 本部の非常配備態勢及び廃止に関すること 

イ 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること 

ウ 避難の勧告又は指示に関すること 

エ 他の団体との相互応援に関すること 

オ 災害対策に要する経費の処理方法に関すること 

カ 会議の招集に関すること 

キ その他、重要な災害対策に関すること 

（３）組織 

災害対策本部の組織及び事務分掌は、災害対策本部組織図、災害対策本部事務分掌表のと

おりとする。 
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第４節 防災会議 

本部長は、災害応急対策に関し、防災関係機関との連絡調整の必要があるときは、防災会議委

員を招集する。 

また、防災会議委員がその必要があると認めたときは、委員から本部長（会長）に要請する。 

 

【災害対策本部組織図】 

 

  

本部長（村長） 

副本部長（副村長） 

【本部室】 

・本部長（村長） 

・次長（副村長） 

・本部員（教育長、

管理職） 

【防災会議】 

・防災会議委員 

総務部 

企画財政部 

民生部 

衛生部 

産業観光部 

建設部 

消防部 

若郷支所部 

式根島支所部 

会計部 

部長：総務部長 

所属：総務課、勤労福祉会館、議会

事務局 

部長：企画財政課長 
所属：企画財政課 

部長：民生課長 
所属・民生課 

部長：診療所事務長 
所属：診療所、さわやか健康センタ
ー 

部長：産業観光課長 
所属：産業観光課 

部長：建設課長 
所属：建設課 

部長：会計管理者 
所属：出納室 

部長：消防団長 
所属：総務課消防防災係、消防団 

教育部 
部長：教育課長 
所属：教育課、博物館 

部長：式根島支所長 
所属：式根島支所 

部長：若郷支所長 
所属：若郷支所 
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【災害対策本部事務分掌表】 

部 事務分掌 

総務部 １ 災害対策本部の庶務に関すること 

２ 気象・地震・津波等の情報収集及び伝達に関すること 

３ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）に関するこ

と 

４ 警戒区域の設定に関すること 

５ 都、国、防災関係機関等への報告、連絡調整に関すること 

６ 応援要請及び受援に関すること 

７ 自衛隊の災害派遣要請に関すること 

８ 職員の動員指示に関すること 

９ 本部長の秘書及び視察者等への対応に関すること 

10 庁舎の被害調査及び復旧に関すること 

11 その他各部に属さない事項に関すること  

企画財政部 １ 住民への広報活動に関すること 

２ 報道機関への対応に関すること 

３ 災害記録及び資料の収集に関すること 

４ 住民相談に関すること 

５ 安否情報の提供に関すること 

６ 住家の被害認定調査及び罹災証明の発行に関すること 

民生部 １ 災害廃棄物の処理に関すること 

２ し尿の処理に関すること 

３ 遺体の収容・処理・埋葬に関すること 

４ ペットへの対応に関すること 

５ 避難行動要支援者の避難支援に関すること 

６ 要配慮者の支援に関すること 

７ 福祉避難所の開設・運営に関すること 

８ 避難所の開設・運営に関すること 

９ 園児の避難及び応急保育に関すること 

10 被災者台帳の作成に関すること 

11 義援金の配分に関すること 

12 災害援護に関すること 

衛生部 １ 応急医療救護に関すること 

２ 傷病者の搬送に関すること 

３ 避難者等の保健衛生に関すること 

産業観光部 １ 農林業、漁業、観光業の被害調査及び応急復旧に関すること 

２ 産業への支援に関すること 

３ 物資の確保・受入・輸送に関すること 

４ 避難者の輸送に関すること 

５ 帰宅困難者の支援に関すること 

建設部 １ 道路、橋梁、河川、海岸施設等の被害調査及び応急復旧に関すること 

２ 土砂災害の警戒及び被害調査に関すること 
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３ 障害物の除去及び車両の移動に関すること 

４ 上下水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

５ 応急給水に関すること 

６ 被災建築物の応急危険度判定、被災宅地の危険度判定に関すること 

７ 住宅の応急修理に関すること 

８ 応急仮設住宅に関すること 

９ 仮設施設の設置に関すること 

会計部 １ 災害対策に必要な現金物品の出納保管に関すること 

２ 義援金の受入に関すること 

消防部 １ 火災その他の災害予防、警戒及び防御に関すること 

２ 人命の救急及び救出に関すること 

３ 危険物の応急措置に関すること 

４ 避難誘導に関すること 

５ その他消防に関すること 

教育部 １ 児童・生徒の安全避難に関すること 

２ 施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

３ 応急教育に関すること 

４ 学用品の給与に関すること 

５ 文化財の被害調査及び保全措置に関すること 

若郷支所部 

式根島支所部 

１ 情報の伝達及び被害情報の収集に関すること 

２ 避難所の開設・運営に関すること 

３ 住民相談に関すること 

４ 各種手続きに関すること 

共通事務 １ 避難所の運営に関すること 

２ 本部長の特命事項に関すること 
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第２章 情報の収集・伝達 

項目 村担当 関係機関 

第１節 情報連絡体制 総務部  

第２節 災害情報の収集・伝達 総務部、企画財政部 都、東京管区気象台 

第３節 被害情報の収集・報告 総務部、企画財政部、消防部  

第４節 広報・広聴 
民生部、若郷支所部、式根島

支所部 
 

第１節 情報連絡体制 

１ 通信手段の確保 

村（総務部）は、次の手段を用いて通信を確保する。 

【村の通信手段】 

手段 内容 

災害時優先電話 
災害時優先電話として登録されている電話を活用し、村内の

防災関係機関と連絡を行う。 

村防災行政無線 
固定系 

役場（親局）から屋外拡声局（子局）及び屋内戸別局への一

斉放送により住民等に対し情報を伝達する。 

移動系 役場から現場等と連絡を行う。 

都防災行政無線 
都が設置している東京都防災行政無線等により都、防災関係

機関との連絡、総務省消防庁への報告を行う。 

携帯電話（衛星電話） 都及び防災関係機関と迅速な連絡を行う。 

漁業無線 漁業協同組合から漁船に向けて情報を伝達する。 

全国瞬時警報システム 

（Jアラート） 

全国瞬時警報システム（Jアラート）により、村に伝達され

た警報等が自動起動により、防災行政無線にて放送される。 

災害情報共有システム 

（Lアラート） 

災害情報共有システム（Lアラート）により、村等が発した

情報を集約し、テレビやネット等の多様なメディアを通して

住民に災害情報が一括配信される。 

２ 通信手段が使用不能となった場合の措置 

村（総務部）は、それぞれの通信系が被災により不通となった場合、又は著しく通信が困難

となった場合は、関東地方非常通信協議会の無線局を利用し通信の確保を図る。 

（１）警察通信施設 

（２）東日本電信電話株式会社 

（３）東京電力パワーグリッド株式会社 

第２節 災害情報の収集・伝達 

東京管区気象台は、次の地震・津波・気象情報等を伝達する。 

なお、本村に関係する津波予報区は、伊豆諸島、気象予報区は、伊豆諸島北部（一次細分区域）、

新島村（市町村等をまとめた地域）である。 
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１ 地震に関する情報 

地震に関する情報は、次のとおりである。 

【地震に関する情報】 

地震情報の種類 発表基準 内容 

震度速報 ・震度3以上 

地震発生約1分半後に、震度3以上を観測

した地域名（全国を188地域に区分）と地

震の揺れの発現時刻を速報 

震源に関する情

報 

・震度3以上 

（津波警報等を発表した場合は発

表しない） 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグ

ニチュード）を発表 

「津波の心配がない」又は「若干の海面変

動があるかもしれないが被害の心配はな

い」旨を付加 

震源・震度に関

する情報 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度3以上 

・津波警報等発表時 

・若干の海面変動が予想される場合 

・緊急地震速報（警報）を発表した

場合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグ

ニチュード）、震度 3 以上の地域名と市町

村名を発表 

震度5弱以上と考えられる地域で、震度を

入手していない地域がある場合は、その市

町村名を発表 

各地の震度に関

する情報 
・震度１以上 

震度1以上を観測した地点のほか、地震の

発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）を発表 

震度5弱以上と考えられる地域で、震度を

入手していない地域がある場合は、その地

点名を発表 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を更新した

場合や地震が多発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや

地震が多発した場合の震度 1 以上を観測

した地震回数情報等を発表 

推計震度分布図 ・震度5弱以上 

観測した各地の震度データをもとに、1km

四方ごとに推計した震度（震度4以上）を

図情報として発表 

遠地地震に関す

る情報 

国外で発生した地震について以下

のいずれかを満たした場合等 

・マグニチュード7.0以上 

・都市部など著しい被害が発生する

可能性がある地域で規模の大き

な地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその

規模（マグニチュード）を概ね 30 分以内

に発表 

日本や国外への津波の影響に関しても記

述して発表 

２ 津波に関する情報 

津波に関する情報は、次のとおりである。津波の特別警報は、大津波警報に位置付けられ

る。 

【津波警報等の種類と発表される津波の高さ】 

津波警報等

の種類 
発表基準 

津波の高さ 

予想の区分 

発表される津波の高さ 

数値での発表 
定性的表現

での発表 

大津波警報 
予想される津波の高さが高いとこ

ろで3mを超える場合 

10m＜高さ 10m超 

巨大 5m＜高さ≦10m 10m 

3m＜高さ≦5m 5m 

津波警報 予想される津波の高さが高いとこ 1m＜高さ≦3m 3m 高い 
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ろで1mを超え、3m以下の場合 

津波注意報 

予想される津波の高さが高いとこ

ろで0.2m以上、1m以下の場合で

あって、津波による災害のおそれ

がある場合 

0.2m≦高さ≦1m 1m 
（表記しな

い） 

【津波情報の種類】 

種    類 内    容 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の高さ（発表

内容は津波警報等の種類の表に記載）を発表 

各地の満潮時刻・津波到達予

想時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報 
沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定され

る沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表 

【津波予報の種類】 

発表される場合 内    容 

津波が予想されないとき 津波の心配なしの旨を地震情報に含めて発表 

0.2m未満の海面変動が予想

されたとき 

高いところでも0.2m未満の海面変動のため被害の心配はなく、特

段の防災対応の必要がない旨を発表 

津波注意報解除後も海面変動

が継続するとき 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も継続する可能性が高

いため、海に入っての作業や釣り、海水浴などに際しては十分な留

意が必要である旨を発表 

３ 気象に関する情報 

（１）気象警報・注意報・特別警報 

気象警報・注意報は、次のとおりである。 

【気象注意報・警報等の種類】 

注
意
報 

気象注意報 
大雨注意報、強風注意報、大雪注意報、波浪注意報、高潮注意報、雷注意報、濃霧

注意報、乾燥注意報、低温注意報、霜注意報 

浸水注意報（浸水に関する注意事項を気象注意報の中に含めて述べる） 

地面現象注意報（地面現象に関する注意事項を気象注意報の中に含めて述べる） 

警
報 

気象警報 大雨警報、暴風警報、大雪警報、波浪警報、高潮警報 

浸水警報（浸水に関する警戒事項を気象警報の中に含めて述べる） 

地面現象警報（地面現象に関する警戒事項を気象警報の中に含めて述べる） 

特
別
警
報 

大雨 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され、若しくは、数

十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨になると予想される場

合 

暴風、高潮、

高波 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により、予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと予

想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

（２）記録的短時間大雨情報 

数年に1度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測したり、解析したときに、

気象情報の一種として発表される。本村においては、1時間雨量で100mmを超す降水が観測

された場合発表される。 
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（３）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバーストなどの激しい突風に対して注意を呼びかけ

る情報で、雷注意報を補足する情報として、気象台等から発表される。 

（４）ナウキャスト（降水、竜巻、雷） 

気象庁からナウキャストによる予測が気象庁ホームページで提供される。ナウキャスト

の種類は、次のとおりである。 

【ナウキャストの種類】 

降水ナウキャス

ト 

降水短時間予報より迅速な情報として 5 分間隔で発表され、1 時間先までの 5 分

毎の降水の強さを1km四方の細かさで予報する。 

雷ナウキャスト 
雷の激しさや雷の可能性を 1km 格子単位で解析し、その 1 時間後（10 分～60 分

先）までの予測を行う。 

竜巻発生確度ナ

ウキャスト 

竜巻の発生確度を 10km 格子単位で解析し、その 1 時間後（10～60 分先）までの

予測を行う。 

高解像度降水ナ

ウキャスト 

気象レーダーの観測データを利用して、250m 解像度で降水の短時間予報（30 分

先）を行う。 

（５）火災気象通報 

東京管区気象台は、消防法に基づき、知事に対し火災気象通報の発表及び終了の通報を行

う。 

村長は、知事からこの通報を受けたとき又は気象の状況から火災の予防上危険であると認

めたとき、火災警報を発令することができる。 

なお、林野火災気象通報は、火災気象通報の一部として行い、火災気象通報の発表及び終

了の通報をもって行う。 

（６）土砂災害警戒情報 

都及び東京管区気象台は、区市町村を単位として土砂災害警戒情報を発表する。 

都は、防災 FAX 及び DIS（災害情報システム）を利用するとともに、村長等とのホットラ

インや事前登録した担当者への自動メール等を用いて、土砂災害警戒情報を確実に伝達する。 

村長は、土砂災害警戒情報が発表されたとき、周辺住民に対し周知徹底するとともに避難

準備情報、避難勧告及び避難指示の判断を行う。 

４ 情報伝達 

村（企画財政部）は、津波・地震・気象情報等について、防災行政無線（同報系）、広報車、

防災Twitter等により住民に周知する。情報の伝達系統は、次のとおりである。 

なお、津波警報、緊急地震速報等といった、対処に時間的余裕のない事態に関する緊急情報

は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）と連動した防災行政無線の自動放送や携帯電話の一斉配

信などにより住民に伝達される。 
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【情報の伝達経路】 

第３節 被害情報の収集・報告 

１ 異常現象等の通報義務 

災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちにその旨を村又は警察官に通

報する。通報を受けた警察官は、その旨を速やかに村に通報する。 

村（総務部）は、通報を受けた場合、次の機関に通報する。 

（１）都（総務局及び大島支庁新島出張所） 

（２）東京管区気象台 

（３）地域内の公共的団体、その他重要な施設の管理者 

（４）住民 

２ 被害調査 

（１）初期の情報収集 

村（総務部、企画財政部）は、異常現象発見の通報を受けたとき、又は災害の発生が予想

されるとき、職員・消防団員を派遣し、現場の状況を確認する。 

また、所管施設を巡回し、所管施設の警戒監視にあたる。 

（２）現地の調査 

村（総務部、企画財政部、消防部）は、災害現地の実態を把握し、災害応急対策の円滑な

実施を図るため調査班を編成し、現地調査を実施する。調査項目は、次のとおりである。 

ア 災害原因     イ 被害状況      ウ 住民の動向及び要望事項 

エ 活動の問題点   オ その他必要な事項 

３ 都への報告 

村（総務部）は、災害が発生したときから応急対策が完了するまで、被害状況等について、

次により都に報告する。 

なお、家屋の倒壊や火災が多発する災害が発生した場合及び都に報告ができない場合には、

気象庁 

NTT東日本又は
NTT西日本 

東京都総務局 
総合防災部 

日本放送協会 

報道機関 

下田海上保安部 

支所 

消防団 

防災行政無線・防災Twitter・広報車 

住 
民 
等 

広報車 

広報車 

テレビ・ラジオ 

テレビ・ラジオ 

関係船舶 

施設 利用者
等 

電話等 口頭 

電話等 

電話等 

消防庁 
J-ALERT 

新島村 

防災行政無線（自動放送） 
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国（総務省消防庁）に報告する。 

（１）報告すべき事項 

ア 災害の原因 

イ 災害が発生した日時 

ウ 災害発生した場所又は地域 

エ 被害状況（「被害程度の認定基準」に基づき認定） 

オ 災害に対して既にとった措置及び今後とろうとする措置 

カ 災害救助法適用の要否及び必要とする救助の種類 

キ その他必要な事項 

（２）報告の方法 

原則として、災害情報システム（DIS）への入力により報告する。 

ただし、システム端末の障害等により入力できない場合は、防災行政無線、電話、FAX 等

あらゆる手段により報告する。 

（３）報告の種類・期限等 

報告の種類、提出期限、様式及び提出部数は、次のとおりである。 

【報告の種類等】 

報告の種類 入 力 期 限 入 力 画 面 

発災通知 即時 発災情報 

被害措置概況速報 
即時及び都が通知する期

限内 

災害総括、被害情報、措置情

報 

要請通知 即時 要請情報 

確定報 
災害確定報告 

応急対策を終了した後

20日以内 
災害総括 

各種確定報告 同上 被害情報、措置情報 

災害年報 4月 20日 災害総括 

（４）災害救助法に基づく報告 

災害救助法に基づく報告については、第 17 章「災害救助法の適用」に定めるところによ

る。 

第４節 広報・広聴 

１ 広報活動 

（１）広報手段 

村（企画財政部）は、次の手段で広報活動を行う。 

ア 防災行政無線       イ ホームページ 

ウ 災害広報紙の配布     エ 広報車による巡回 

オ 防災Twitter       カ 役場、支所、避難所での掲示 

（２）広報の内容 

広報内容は、次のとおりである。 
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ア 災害発生時の広報 

イ 火災等の二次災害防止に関する情報 

ウ 被害に関する情報 

エ 村の災害対策関係及び活動状況に関する情報 

オ 避難の勧告・指示に関する情報 

カ 被災者支援に関する情報 

２ 記録の作成 

村（企画財政部）は、被災状況や対策状況等の災害記録を保存し、必要に応じて活用する。 

３ 報道機関への対応 

（１）広報の要請 

村（企画財政部）は、報道機関を通じて広報を要請する。 

（２）報道発表 

村（企画財政部）は、村役場に記者発表場所を設置し、定時型の記者発表を行う。 

また、必要に応じて臨時の記者発表を行う。発表内容は、あらかじめ本部会議に諮ったも

のとする。 

（３）報道機関への要請 

村（企画財政部）は、取材活動の受付を行う。取材活動は、本部長の許可を得た者のみと

する。被災地の取材活動については、避難者等のプライバシー等に配慮をするよう報道機関

に要請する。 

避難所等における被災者への取材は、地域の住民組織等が許可したものとする。 

４ 安否情報の提供 

村（企画財政部）は、被災者の安否情報について家族及び親族等から照会があった場合、災

害対策基本法に基づく本人確認を行い、被災者や第三者の利益侵害のないように配慮して適切

に回答する。 

照会への回答に当たっては、必要な限度で被災者の氏名等の情報（行方不明者名簿、避難者

名簿等）を内部利用し、必要に応じて新島警察署等に対して被災者の安否に関する情報提供を

求める。 

５ 被災者相談 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）は、役場及び各支所に被災者のための相談所を設

置し、各種手続きや相談に対応する。 

また、住民からの意見、要望等についても、可能な限り聴取し応急対策に反映させる。 
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第３章 応援協力・派遣要請 

項目 村担当 関係機関 

第１節 都・防災関係機関への応

援要請  
総務部  

第２節 協定に基づく応援要請 総務部  

第３節 自衛隊の災害派遣要請 総務部  

第４節 村の受援体制 総務部  

第１節 都・防災関係機関への応援要請 

１ 都に対する要請 

村長（総務部）は、災害が発生し、応急災害対策を実施するため必要があると認めるときは、

災害対策基本法第68条に基づき、知事に対し、応援の要請又は応援のあっせんを求める。 

その場合、都本部に対し、次に掲げる事項についてまず口頭又は電話等をもって要請し、後

日文書により改めて処理する。 

（１）災害の状況及び応援を求める理由(災害の情況及び斡旋を求める場合はその理由) 

（２）応援を希望する機関名 

（３）応援を希望する人員、物資、資材、機械、器具等の品名及び数量 

（４）応援を必要とする場所、期間 

（５）応援を必要とする活動内容 

（６）その他必要な事項 

２ 指定地方行政機関等への応援要請 

村長（総務部）は、災害応急対策又は災害復旧対策のため必要があると認めるときは、法令

に基づき、知事に対し、次の職員の派遣、あっせんを求める。 

【指定地方行政機関等への応援要請の内容】 

内  容 根拠法令 

指定地方行政機関、特定公共機関の職員の派遣要請 災害対策基本法第29条2 

指定公共機関、指定地方行政機関、特定公共機関の職員の派

遣あっせん 
災害対策基本法第30条 

地方自治法第252条 17の規定による職員の派遣、地方独立

行政法人法第124条第1項の規定による職員の派遣 
災害対策基本法第30条2 

３ 区市町村への応援要請 

村長（総務部）は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、災害対策基本

法第67条に基づき、他の区市町村長に対し、応援を求める。 

４ 海上保安庁に対する要請 

村長（総務部）は、海上保安庁の支援を必要とするときは要請事項を明らかにし、知事を通

じて要請する。 

なお、知事を通じて要請することが困難な場合は、下田海上保安部に直接要請し、知事に対

しても速やかに連絡する。 
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海上における災害応急対策は、次のとおりである。 

（１）巡視船艇、航空機等を活用した、海上及び沿岸部等の被害状況の情報収集 

（２）巡視船艇、航空機等を活用した、人命の救助・救急活動、消火活動、流出油等の

防除活動及び海上交通の安全確保等 

（３）巡視船艇、航空機等を活用した、人員及び救援物資の輸送活動等 

（４）上記を実施するために必要な車両による活動 

第２節 協定に基づく応援要請 

村長（総務部）は、災害が発生し応急対策活動を行う場合において、必要と認める業務につ

いて協定団体等に対し協力要請を行う。 

なお、村は次の団体等と協定等を締結し、災害時の協力業務及び方法などを定めている。 

【協定の内容】 

協定団体 協定名 

島しょ町村 島しょ町村災害時相互応援に関する協定 

東京消防庁 消防応援協定、消防応援協定に基づく覚書 

にいじま漁業協同組合 災害時における船舶による輸送等に関する協定 

新島村商工会 災害時における食料品等調達業務に関する協定書 

社会福祉法人新島はまゆう

会 
災害発生時における相互協力に関する協定書 

国土交通省関東地方整備局 災害時の情報交換に関する協定 

新島建設業協会 災害時における応急対策業務に関する協定 

郵便局 災害時における郵便局と新島村役場の協力に関する協定 

東京都 災害時における支庁緊急対応費による応援に関する協定 

都立新島高等学校 避難所施設に関する協定 

防衛装備庁航空装備研究所

新島支所 
大規模災害時における施設の緊急使用に関する協定書 

第３節 自衛隊の災害派遣要請 

１ 知事への要求 

（１）手続き 

村長（総務部）は、災害が発生し、人命又は財産の保護のため必要があると認めた場合は、

知事に対し自衛隊の災害派遣を要求する。その場合、次に揚げる事項を明らかにした文書で

要求し、緊急を要する場合にあっては、電話又は口頭で要求し、事後速やかに文書を送達す

る。 

ア 災害の情況及び派遣を要請する事由  イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容   エ その他参考となるべき事項 

（２）部隊への通知 

村長（総務部）は、災害が発生し、通信の途絶等により（１）の要求ができない場合には、

その旨及び災害の状況を直接部隊長に通知する。 
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この場合、速やかにその旨を知事に通知する。 

【部隊への通知先】 

部 隊 名 等 
連     絡     先 

時  間  内 時  間  外 

陸上自衛隊 第1師団

司令部 

第３部長又は同部防衛班長 

03（3933）1161 

司令部当直長 

03（3933）1161 

２ 災害派遣部隊の受入れ体制 

村（総務部）は、次のように災害派遣部隊の受入れを行う。 

（１）応援協議 

派遣部隊指揮官と、応援を求める業務等必要な事項について協議する。 

（２）他の災害救助復旧機関との競合重複の排除 

自衛隊の活動が他機関と競合重複しないよう重点的・的確・効率的な作業分担となるよう

配慮する。 

（３）作業計画及び資機材の準備 

作業実施に必要となる資機材の準備を整える。 

また、施設の使用に際して管理者の了解を取り付けるなど留意する。 

（４）活動拠点及びヘリポート等使用の通報 

派遣された部隊が効率的かつ円滑に活動できるよう、自衛隊の活動拠点として「いきいき

広場」を確保する。 

また、ヘリポート（場外離着陸場）については、次の場所の使用を派遣部隊に通報する。 

ア 若郷ヘリポート  イ 新島空港  ウ 式根島ヘリポート 

エ 防衛装備庁航空装備研究所新島支所ヘリポート 

３ 経費の負担 

自衛隊の救援活動に要した次に列挙する経費は、原則として派遣を受けた当村が負担す

る。 

（１）派遣部隊が救援活動を実施するため必要な資機材（自衛隊装備品を除く。）等の購入費、

借上料及び修繕費 

（２）派遣部隊の宿営に必要な土地、建物、岸壁、曳船等の使用及び借上料 

（３）派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱水費、電話料等 

（４）海上輸送料等 

（５）その他救援活動の実施に要する経費で、負担区分に疑義がある場合は、自衛隊と派遣を受

けた当村とで協議する。 

４ 災害派遣部隊の活動内容 

災害派遣部隊の活動内容は、次のとおりである。 

【災害派遣部隊の活動】 

項   目 内      容 

被害状況の把握 
車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行い、被害状況を把

握する。 

避難の援助 
避難の命令等が発令され、避難、立退き等が行なわれる場合で必要があるとき

は、避難者の誘導、輸送等を行い、避難を援助する。 
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項   目 内      容 

遭難者等の捜索

救助 

行方不明者、傷者等が発生した場合は、通常、他の救援活動に優先して捜索活動

を行う。 

水防活動 
堤防、護岸等の決壊に際しては、土のう作成、運搬、積込み等の水防活動を行

う。 

消防活動 

火災に際しては、利用可能な消防車その他の防火用具（空中消火が必要な場合

は航空機）をもって、消防機関に協力して消火にあたるが、消火薬剤等は、通常

関係機関の提供するものを使用する。 

道路又は水路の

啓開 

道路若しくは水路が損壊し又は障害物がある場合は、それらの啓開又は除去に

あたる。 

応急医療、救護

及び防疫 

被災者に対し、応急医療及び防疫を行うが、薬剤等は通常関係機関の提供する

ものを使用する。 

人員及び物資の

緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び援助物資の緊急輸送を実施す

る。この場合において航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められるも

のについて行う。 

炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水を実施する。 

物資の無償貸付

又は譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲渡等に関する省令」に基づき、

被災者に対し生活必需品等を無償貸付し又は救じゅつ品を譲与する。 

危険物の保安及

び除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措置及び除去を実施

する。 

その他 
その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なものについては、所要の

措置をとる。 

第４節 村の受援体制 

１ 応援の調整 

村（総務部）は、応援を要請した場合、応援要員の職種、人数、必要資機材等について応援

先と調整を行う。 

２ 応援の受入れ 

村（総務部）は、応援隊を受入るため駐車可能な集結地を指定する。宿泊施設は、原則とし

て応援側に確保を要請するが、可能な範囲で公共施設等を提供する。 

なお、応援職員の食料・資機材等は、原則として応援側に確保を要請する。 

 



第３部 災害応急・復旧対策計画 第４章 警備・交通規制 

52 

第４章 警備・交通規制 

項目 村担当 関係機関 

第１節 災害警備  新島警察署、下田海上保安部 

第２節 交通規制 総務部、建設部 
大島支庁新島出張所、新島警

察署 

第１節 災害警備 

１ 警察の災害警備 

（１）警備体制の確立 

新島警察署は、災害が発生した場合には、全力を尽くして被災者の救出、救護に努めるほ

か、現場広報を活発に行うとともに、交通規制、街頭活動の強化等の応急対策を実施する。 

（２）警備活動 

新島警察署による警備活動は、次のとおりである。 

ア 河川及び沿岸水域その他危険箇所の警戒 

イ 災害地における災害関係の情報収集 

ウ 警戒区域の設定 

エ 被災者の救出、救護 

オ 避難者の誘導 

カ 危険物の保安 

キ 交通秩序の確保 

ク 犯罪の予防及び取締り 

ケ 行方不明者の調査 

コ 遺体の調査等（検視） 

（３）その他の活動 

ア 警戒区域の設定 

災害現場において、村長もしくはその職権を行う村職員が現場にいないとき、又は、こ

れらの者から要求があるときは、警戒区域を設定するとともに、ただちにその旨を村長に

通知する。 

イ 村に対する協力 

（ア）村長から災害応急措置の必要により警察官の出動を求められた場合は、避難誘導、人

命救助等の警備活動に支障のない限り警備部隊を応援出動させる。 

なお、要請がない場合においても、事態が急を要するときは積極的に災害応急活動を

実施する。 

（イ）村の緊急通行車両については、優先通行等の便宜を供与し、災害対策活動が迅速に行

えるよう努める。 

（ウ）被災者等に対する救助業務については、災害の初期において可能な限りこれに協力す

ることとし、状況に応じて逐次警察本来の活動に移行する。 

２ 海上保安部の災害警備 

下田海上保安部による警備救難活動は、概ね次のとおりである。 
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（１）沿岸水域の警戒 

（２）気象状況の把握と通報（警報及び注意報の通報について、最寄りの気象台、又は測候所と

連絡協議を行う。) 

（３）港内及び沿岸停泊船舶への警報伝達と動静の把握 

（４）管区本部及び隣接部署との連絡 

（５）船舶に対する避難の勧告又は指示 

（６）水路の安全 

（７）被災者の救助、救出 

（８）危険物の保安 

（９）海上交通の秩序の維持 

（10）海上における犯罪の予防及び取締まり 

第２節 交通規制 

１ 交通情報の収集と交通統制 

新島警察署は、交通情報の収集に努めるとともに、道路障害の実態把握を速やかに行い、そ

の状況及び現場の対応策について、村本部に伝達する。 

２ 交通規制 

（１）広域的災害発生の場合には、東京都公安委員会の決定に基づき、必要な措置を実施する。 

（２）危険箇所の表示、局地的な通行禁止、一方通行等適切な交通規制を行い、被災地及びその

周辺における交通の安全と円滑に努める。 

３ 車両検問 

新島警察署は、災害の状況により、島内主要幹線道路において車両検問を行い、住民の緊急

避難又は応急物資、応急復旧工作資材等の緊急輸送を確保するため、他の一般車両の通行を禁

止又は制限して、災害の拡大防止及び迅速な復旧の実効を図る。 

４ 緊急通行車両等の確認 

災害発生により、災害応急対策の実施に必要な交通規制により一般車両の通行が禁止・制限

された場合、害対策基本法施行令第33条に基づく緊急通行車両（以下、「緊急通行車両等」と

いう。）を優先して通行させる。 

このため、次のように災害応急対策に従事する緊急通行車両の確認を行う。 

（１）確認実施機関 

新島警察署（都公安委員会）は、村及び防災関係機関が保有する車両及び調達した車両の

確認を行う。都（財務局）は、都関係車両の確認を行う。 

（２）確認手続等 

ア 届出済証の交付を受けている車両の確認 

村（総務部）は、届出済証の提出により、確認に係る審査は省略され、緊急通行車両等

の標章及び確認証明書（以下、「標章等」という。）の交付を受ける。 

イ 届出済証の交付を受けていない車両の確認 

村（総務部）は、確認申請書を提出し、緊急通行車両等に該当するか否かの審査を受け

る。その後、審査結果に基づき標章等が交付される。 

（３）規制除外車両 

新島警察署（都公安委員会）は、民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生
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時に優先すべきものに使用される車両は、公安委員会の意思決定に基づき、通行禁止の対象

から除外する。 

５ 道路の啓開 

（１）障害物の除去 

道路管理者（建設部、大島支庁新島出張所）は、緊急時の交通路及び輸送路を確保するた

め、被害情報の収集に努め、都道及び災害拠点に通じる村道について、道路障害物の除去や

陥没、亀裂等の応急補修を優先的に行う。 

（２）放置車両の移動 

道路管理者（建設部、大島支庁新島出張所）は、放置車両や立ち往生車両等により、災害

応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあり、かつ、緊急通行車両の通行を確保する

ため緊急の必要があると認めるときは、道路の区間を指定し、運転者等に対し車両等の移動

を命令する。 

また、運転者等が不在の場合等にあっては、道路管理者自ら車両等の移動を行う。 
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第５章 救助・消火活動 

項目 村担当 関係機関 

第１節 救助活動 総務部、民生部、消防部 新島警察署 

第２節 消火活動 総務部、消防部  

第１節 救助活動 

１ 救助情報の収集 

村（総務部、民生部、消防部）は、新島警察署等と連携して、行方不明等の要救助者の情報

を収集する。 

２ 救助活動 

村（総務部、民生部、消防部）は、要救助者の情報をもとに、救助隊を編成し現場に派遣す

る。救助資機材が必要な場合は、建設業者等に出動を要請する。村で対応できない場合は、新

島警察署、自衛隊に応援を要請する。 

３ 自主防災活動 

住民、自主防災組織及び事業所は、二次災害の発生に十分注意しながら、連携して地域の被

害状況を調査し、行方不明者の確認を行う。 

また、可能な限り協力して救助を行う。 

第２節 消火活動 

１ 消防部の活動 

消防部は、次の原則に基づき消火活動を行う。 

（１）出火防止 

火災等の災害発生が予測された場合は、居住地付近の住民等に対し、出火防止及び飛び火

の警戒を呼びかける。出火した場合は、住民等と協力して初期消火を行う。 

（２）消火活動 

延焼火災が発生した場合は、避難所、避難路、重要対象物等を優先して消火活動を行う。 

（３）救助救急 

要救助者の救助救出、負傷者に対する応急措置及び安全な場所への搬送を行う。 

（４）避難誘導 

避難の勧告・指示（緊急）がなされた場合は、これを住民等に伝達するとともに、関係機

関と連絡をとりながら住民を安全に避難させる。 

２ 応援要請 

村（総務部）は、消防部のみで対応が困難な場合は、都及び自衛隊等に応援を要請する。 

３ 自主防災活動 

住民、自主防災組織及び事業所は、火災が発生した場合に初期消火活動を行い、消防団が到

着した場合にはその指示に従う。 
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第６章 医療救護等対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 初動医療 衛生部 
島しょ保健所大島出張所新島支

所 

第２節 保健衛生活動 衛生部 
島しょ保健所大島出張所新島支

所 

第３節 防疫活動 衛生部、建設部、民生部 
島しょ保健所大島出張所新島支

所 

第４節 医薬品・医療用資機材

の確保 
衛生部 

島しょ保健所大島出張所新島支

所 

第５節 動物の救護 民生部 都 

第１節 初動医療 

１ 医療体制 

（１）医療救護所の設置 

村（衛生部）は、災害により傷病者が発生した場合は、本村診療所、若郷診療所、式根島

診療所を医療救護所として医療救護活動を行う。事故等により多数の傷病者が発生した場合

には、被災現場に救護所を設置し、診療所から医療救護班を派遣する。 

なお、本村診療所長を村災害医療コーディネーターとする。 

（２）応援要請 

村（衛生部）は、村での医療救護活動が困難な場合は、島しょ保健所大島出張所新島支所

を通じ、都へ都医療救護班、東京DMAT、都歯科医療救護班、都薬剤師班等の派遣を要請する。 

（３）救護所への搬送 

被災現場から診療所までの搬送は、消防部、新島警察署、地域住民等が協力して行う。 

２ 初動医療 

（１）医療救護所等での対応 

医療救護所又は救護所での医療救護活動は、次のとおりである。 

ア 傷病者に対する応急措置 

イ 都立病院等への搬送の要否及び搬送順位の決定（トリアージ） 

ウ 軽症者等に対する医療 

エ 助産救護 

（２）後方医療機関への搬送 

村（衛生部）は、都に要請して、救護所で対応できない傷病者を都立病院等へヘリコプタ

ー等により搬送する。 

（３）在宅の人工透析患者、難病者等への対応 

村（衛生部）は、在宅難病者、在宅人工呼吸器使用者、透析患者等の情報を収集し、診療

所での対応等の医療情報を提供する。 

また、診療所での対応が困難な場合、都に都立病院等での受入れを要請し、ヘリコプター

等により搬送する。 
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第２節 保健衛生活動 

１ 避難者の医療救護 

村（衛生部）は、超急性期（発災から72時間）以降は、各診療所を医療救護活動拠点として、

避難所における巡回医療を行う。 

２ 保健活動 

村（衛生部）は、巡回健康相談等を行うため、保健師・管理栄養士その他必要な職種からな

る保健活動班を編成して避難所等に派遣する。 

保健活動班は、都が編成する環境衛生指導班や食品衛生指導班、防疫班と連携し、避難所に

おける健康相談、感染症・エコノミークラス症候群の予防対策等、避難者の健康管理を行う。 

３ こころのケア 

村（衛生部）は、都に災害派遣精神医療チーム（東京ＤＰＡＴ又は他道府県ＤＰＡＴ）の派

遣を要請し、保健活動班と連携を図りながら、避難所等でのこころのケア対策を行う。 

第３節 防疫活動 

被災地や避難所における防疫対策を迅速かつ的確に行い、感染症の発生及びまん延を防止する。 

１ 防疫体制 

村（衛生部）は、必要に応じて、村職員や他自治体の応援職員等の中から、防疫班、消毒班

を編成する。 

また、都の食品衛生指導班及び環境衛生指導班と連携し、食品の安全確保や防疫活動を実施

する。 

【防疫体制】 

班名 機関 役割 

防疫班 村 

・健康調査及び健康相談 

・避難所等の防疫指導、感染症発生状況の把握 

・感染症予防のための広報及び健康指導 

・避難所におけるトイレ・ごみ保管場所の適正管理 

消毒班 村 
・患者発生時の消毒（指導） 

・避難所の消毒の実施及び指導 

保健活動班 村 
・健康調査及び健康相談の実施 

・広報及び健康指導 

食品衛生指導班 保健所等 ・食品の衛生管理関係の指導 

環境衛生指導班 保健所等 ・飲料水の消毒、避難所関係の衛生状況の調査、指導等 

２ 防疫活動 

村（衛生部、建設部、民生部）は、災害の種類、程度に即応した防疫活動として、飲料水の

消毒、避難所及び患者発生場所等の消毒、ねずみ族・昆虫等の駆除等を行う。 

防疫活動の実施に当たって、対応能力が十分でないと認める場合は、都に協力を要請する。 

３ 感染症対策 

村（衛生部）は、インフルエンザ又は麻しんなどの流行状況等を踏まえ、予防接種を実施す

る。 

なお、一類・二類感染症など入院対応が必要な感染症が発生した場合は、都及び保健所が連
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携して、受入先医療機関の確保及び移送・搬送手段の確保を行う。 

第４節 医薬品・医療用資機材の確保 

村（衛生部）は、発災後速やかに災害薬事センターを本村診療所に設置する。 

医療救護活動では、村が備蓄している医薬品等を使用するが、不足が生じた場合は、医薬品販

売業者から調達する。調達が困難な場合には都に要請する。 

血液製剤についても都に要請する。 

第５節 動物の救護 

１ 避難所での対応 

村（民生部）は、同行避難した動物の飼い主に対し、飼養場所の指定、給餌等の適正飼養、

衛生管理等について指導する。 

２ 動物の救護 

都は、関係団体等と協働し動物救援本部を設置し、負傷又は放し飼い状態の被災動物を保護・

救護を行う。村（民生部）は、この活動に協力する。 
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第７章 遺体の取扱い 

項目 村担当 関係機関 

第１節 行方不明者の捜索 消防部 新島警察署 

第２節 遺体の収容 民生部 新島警察署、都 

第３節 火葬等 民生部 都 

第１節 行方不明者の捜索 

村（消防部）は、新島警察署と連携して行方不明者（周囲の事情から既に死亡していると推

定される者を含む。）の情報を収集し、捜索活動を行う。 

第２節 遺体の収容 

１ 遺体の搬送 

村（民生部）は、遺族等による搬送が困難な遺体を遺体収容所に搬送する。 

２ 遺体収容所の開設 

村（民生部）は、公共施設等に遺体収容所を開設し、遺体を収容する。収容所に遺体収容の

ための建物がない場合は、天幕等で対応する。 

また、遺体を安置するため、納棺用品等を確保する。 

遺体収容所を開設した場合は、都及び新島警察署に報告するとともに、住民等へ周知する。 

３ 検視・検案・身元確認 

（１）検視・検案 

新島警察署は、検視班等を編成し遺体収容所に派遣し、検視規則及び死体取扱規則並びに

「大震災発生時における多数死体取扱要綱」等に基づき、遺体の検視及び必要な措置を講じ

る。 

都は、遺体収容所に検案班を派遣する。検案班は、警視庁検視班等と協力し、遺体の検案、

死体検案書の発行、その他必要な措置を講じる。 

（２）身元確認 

新島警察署は、発見した遺体の身元が不明な場合について、人相・所持品・着衣・特徴等

を写真撮影するとともに、遺品を保存して身元確認に努める。身元が確認された遺体は、遺

族に引き渡す。 

村は、身元不明者の周知と身元不明遺体の保管について周知する。 

第３節 火葬等 

村（民生部）は、遺族等に引き渡された遺体について、役場・支所で死亡届を受理し、火葬許

可証を発行する。発行が困難な場合等は、それに代わって特例許可を行う。 

火葬は、新島村火葬場、式根島火葬場で実施する。被災等により火葬が困難な場合は、都に広

域火葬の応援・協力、搬送手段の確保を要請する。 

なお、村は、身元不明の遺体を火葬し、遺骨及び遺留品を保管する。 
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第８章 避難 

項目 村担当 関係機関 

第１節 避難活動の流れ   

第２節 避難勧告・指示（緊急）

等の発令 
総務部、消防部 新島警察署 

第３節 避難誘導 消防部 新島警察署 

第４節 警戒区域の設定 総務部  

第５節 避難場所・避難所の開

設・運営 

民生部、若郷支所部、式根

島支所部 
 

第６節 要配慮者への支援 
民生部・若郷支所部・式根

島支所部 
 

第７節 被災者の他地区への移

送 
総務部  

第８節 観光客・来訪者対策 産業観光部  

第１節 避難活動の流れ 

１ 地震の発生又は津波警報の発表時の避難活動 

地震発生又は津波警報の発表時の避難は、次のとおりである。 

（１）揺れがおさまった後に家族等の安全を確認する。 

（２）地域で呼びかけ、高台の緊急避難場所へ避難する。 

（３）津波注意報・警報が解除され、安全が確認された後に、消防団等の誘導で、避難所に移動

する。 

（４）住家が被災していない場合は、帰宅し生活を継続する。 

 

 

  

高台の緊急避難場所 

自宅が被災 

避難所 

自宅で生活を継続 

社会福祉施設への緊
急入所・福祉避難所 

避難所で生活困難 
な要配慮者 

【地震・津波時の避難活動の流れ】 

自宅に被害なし 

地震発生・津波警報 
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【地震・津波時の緊急避難場所・避難所】 

地区 緊急避難場所 避難所 

本村 

新島村博物館、観音様、新島高等学校、新島中

学校、新島保育園、グリーンヒルスポーツガー

デン、前抗建設、第三山、いきいき広場駐車場 

新島高等学校格技棟、新島中学校、新

島保育園、さわやか健康センター 

羽伏 羽伏浦展望台 

若郷 若郷避難場所 建設予定 

式根島 式根島小学校 

式根島中学校、式根島小学校、式根島

開発総合センター、式根島福祉センタ

ー 

２ 風水害時の避難活動 

（１）事前に気象情報による自己判断、又は村からの避難準備・高齢者等避難開始の発令により、

緊急避難場所に避難する。 

（２）村からの避難勧告・避難指示（緊急）の発令により緊急避難場所に避難する。 

（３）危険が解消後に帰宅する。 

（４）住家が被災し居住困難な場合は、避難所に移動する。 

 
【風水害時の緊急避難場所・避難所】 

地区 緊急避難場所 避難所 

本村 
新島住民センター、青葉会館、新島村自治連合

会館、新島勤労福祉会館、新島小学校 

新島住民センター、青葉会館、新島村

自治連合会館、新島勤労福祉会館、新

島小学校、さわやか健康センター、新

島高等学校、新島中学校 

若郷 若郷避難場所 建設予定 

式根島 
式根島中学校、式根島小学校、式根島開発総合

センター、式根島福祉センター 

式根島中学校、式根島小学校、式根島

開発総合センター、式根島福祉センタ

ー 

第２節 避難勧告・指示（緊急）等の発令 

１ 避難勧告・指示（緊急）等の発令 

（１）避難勧告・避難指示（緊急） 

村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、必要と認める地域の居住者、滞

在者その他の者に対し、避難のための立退きを勧告し、緊急を要すると認めるときは、避難

緊急避難場所 

・自主避難 
・避難準備・高齢者等避難開
始の発令 

・避難勧告・避難指示（緊
急）の発令 

避難所 

・自宅が被災（居住困
難） 
・引き続き警戒が必要 

自宅で生活を継続 

自宅に被害なし 

社会福祉施設への緊
急入所・福祉避難所 

避難所で生活困難 
な要配慮者 

【風水害時の避難活動の流れ】 
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のための立退きを指示する。 

（２）避難準備・高齢者等避難開始 

村長は、避難勧告・指示（緊急）に先立ち、住民の避難準備と要配慮者等の避難を促すた

めに、避難準備・高齢者等避難開始を発令する。 

（３）屋内での待避等の安全確保措置 

村長は、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶ

おそれがあると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の

屋内における避難のための安全確保に関する措置（以下「屋内での待避等の安全確保措置」

という。）を指示する。 

【避難勧告・指示（等）の発令要件】 

発令権者 勧告・指示（緊急）を行う要件 根拠法令 

村 長 

・勧告：災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止

するため特に必要があると認めるとき 

・指示：急を要すると認めるとき 

災害対策基本

法第60条第1項 

知 事 
・災害の発生により村長がその全部又は大部分の事務を行うこと

ができなくなったとき 

災害対策基本

法第60条第5項 

警察官 

海上保安官 

・村長が避難のための立ち退きを指示することができないと認め

られるとき 

・村長から要求があったとき 

災害対策基本

法第61条 

警察官 
・人の生命若しくは身体に危険を及ぼすおそれのある天災等、特

に急を要するとき 

警察官職務執

行法第4条 

災害派遣を命

じられた部隊

等の自衛官 

・人の生命若しくは身体に危険を及ぼすおそれのある天災等、特

に急を要する場合で、その場に警察官がいないとき 

自衛隊法第94

条 

知事又は知事

の命を受けた

県職員 

・地すべりにより著しい危険が切迫していると認められるとき 
地すべり等防

止法第25条 

２ 避難勧告・指示（緊急）等の基準 

避難勧告・指示（緊急）等の基準（目安）は、次のとおりである。 

なお、村長は、避難の勧告・指示又は屋内での待避等の安全確保措置を指示する場合、気象

台、都に対し助言を求めることができる。 

【避難勧告・指示（緊急）等の発令基準（目安）】 

種別 風水害（土砂災害）の基準 津波・地震 

避難準備・

高齢者等

避難開始 

・大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害

に関するメッシュ情報で「実況又は予想で大雨警報

の土壌雨量指数基準に到達」する場合 

・大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～

翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り替える可能

性が高い旨に言及されている場合 

・遠地地震により津波の到

達が予想されるとき 

避難勧告 

・土砂災害警戒情報が発表された場合 

・土砂災害に関するメッシュ情報で「予想で土砂災害

警戒情報の基準に到達」する場合 

・大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記

録的短時間大雨情報が発表された場合 

・土砂災害の前兆現象（湧き水・水の濁り、渓流の水

・津波注意報（対象は、海岸

線付近） 

・津波警報、大津波警報が

発表されたとき 

・延焼火災が発生したとき 
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量の変化、落石等）が発見された場合 

避難指示

（緊急） 

・土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害に関

するメッシュ情報で「実況で土砂災害警戒情報の基

準に到達」した場合 

・土砂災害警戒情報が発表されており、さらに記録的

短時間大雨情報が発表された場合 

・土砂災害が発生した場合 

・山鳴り、流木の流出の発生が確認された場合 

・避難勧告等による立退き避難が十分でなく、再度、

立退き避難を居住者等に促す必要がある場合 

・津波注意報（対象は、海岸

線付近） 

・津波警報、大津波警報が

発表されたとき 

・強い揺れを感じた場合、

あるいは、揺れは弱くと

も 1 分程度以上の長い揺

れを感じた場合 

３ 避難勧告・指示（緊急）等の伝達 

（１）避難勧告・指示（緊急）等の内容 

村（総務部）は、次の内容を明示して避難の勧告・指示（緊急）等を行うものとする。 

ア 避難対象地域        イ 避難先      ウ 避難経路 

エ 避難の勧告又は指示の理由  オ その他必要な事項 

（２）伝達方法 

村（企画財政部、消防部）は、防災行政無線、サイレン、防災Twitter、広報車等により伝

達する。 

また、津波注意報・警報が発表された場合は、船客待合所、漁業協同組合、観光協会等に

電話等で連絡し、避難の呼びかけを要請する。 

第３節 避難誘導 

避難誘導は、原則として、地域の自治会・自主防災組織が行う。危険地域においては、村（消

防部）が新島警察署等の協力を得て、安全な避難方向等について誘導を行う。 

なお、津波避難において、緊急避難場所（高台等の屋外）から避難所（屋内施設）に移動する

場合も同様とする。 

第４節 警戒区域の設定 

村長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合、あるいは人の生命又は身体に

対する危険を防止するため必要があると認める場合は、警戒区域を設定し、当該区域への立ち入

りの制限、禁止、退去を命ずる。 

警戒区域を設定した場合、住民等に周知する。周知の方法は、避難勧告・指示（緊急）等と同

様とする。 

第５節 避難場所・避難所の開設・運営 

１ 緊急避難場所の開設 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告・指

示（緊急）等を発令した場合、緊急避難場所（屋内施設）を開設する。 

なお、緊急避難場所を開設した場合は、原則として、食料、毛布等の物資は、避難者自らが

確保するものとする。 

また、危険な状況が解消された後は帰宅の措置をとる。住家が被災した場合は、避難所へ移
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動する。 

２ 避難所の開設 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）は、住家が被災し居住が困難となった被災者に対

し、生活の場として避難所を開設する。 

（１）避難所の運営管理 

避難所の運営のため、原則として、自治会等の代表者による自主運営組織を確立して行う

ものとし、村は、自主運営を支援する。 

運営に当たっては、管理責任者に女性を配置するなど女性の参画を求めるとともに、性別に

よる役割の固定化の防止、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮する。 

（２）避難環境の整備 

必要に応じて、次の設備や備品を整備し、被災者に対するプライバシーの確保、暑さ寒さ

対策、入浴及び洗濯の機会確保等、生活環境の改善対策を講じる。 

ア 畳、マット、カーぺット  イ 間仕切り         ウ 冷暖房機器 

エ 洗濯機・乾燥機      オ 仮設風呂・シャワー    カ 仮設トイレ 

キ テレビ・ラジオ      ク インターネット情報端末  ケ 調理用品 

コ 情報掲示板        サ その他必要な設備・備品 等 

（３）要配慮者等への配慮 

男女別更衣室・物干場、授乳室、女性用仮設トイレ、要配慮者専用のスペース等、要配慮

者や女性、児童･生徒等の状況に応じた環境に配慮する。 

（４）生活支援 

避難者に対し、食料、飲料水、生活物資の供給、巡回医療等による健康管理等の生活支援

を行う。支援に当たっては、村外からのNPO団体、ボランティア等の専門的な知識を有する

外部支援者の協力を得る。 

３ 指定避難所以外の避難者への支援 

（１）避難者の把握 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）は、在宅の被災者や車中・テント等の被災者の

所在を、消防団や自治会等と連携して把握する。 

（２）生活支援 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部、企画財政部）は、指定避難所以外の被災者に対

し、広報紙の配布等により支援情報を提供する。 

また、指定避難所にて、避難所収容者と同様に食料、物資の供給を受けられるよう配慮す

る。 

第６節 要配慮者への支援 

１ 避難誘導 

在宅の避難行動要支援者の支援は、村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）、地域の民生委

員、自治会等の協力を得て行う。 

２ 避難生活での支援 

村（民生部、若郷支所部、式根島支所部）は、避難所における専用スペース等の確保、地域

包括支援センターの協力を得て状況を把握し、必要な措置をとる。 
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３ 二次避難所（福祉避難所）への収容 

村（民生部）は、公共施設等に福祉避難所を設置し、避難所で生活が困難な要配慮者を収容

する。 

また、村内施設で収容が困難な場合は、都に島外施設での収容を要請する。 

第７節 被災者の他地区への移送 

村（総務部）は、村内の避難所に被災者を受け入れることが困難な場合は、他地区への移送に

ついて、都に要請する。移送が決定した場合、村職員から連絡要員を定め、移送先の区市町村に

派遣するよう努める。 

第８節 観光客・来訪者対策 

村（産業観光部）は、災害により帰宅の手段を失った観光客・来訪者について状況を把握し、

指定避難所へ誘導又は宿泊施設への収容を要請する。 

また、移動に関する情報を収集し提供する。 
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第９章 飲料水・食料・生活必需品の供給・輸送 

項目 村担当 関係機関 

第１節 飲料水の供給 建設部、産業観光部  

第２節 食料・生活必需品等の供

給 
産業観光部  

第３節 輸送体制 産業観光部  

第１節 飲料水の供給 

１ 応急給水  

村（建設部）は、次のとおり給水活動を行う。 

（１）情報の収集 

簡易水道の被災により断水した場合は、断水地区、供給人口等の情報を収集する。 

（２）給水資機材の確保 

給水活動に使用する給水車、給水タンク等の資器材、給水要員等を確保する。 

また、被災者が必要な給水袋等も確保する。 

（３）応援要請 

村での対応が困難な場合は、都、自衛隊に応援を要請する。 

また、簡易水道での給水が困難な場合は、船舶による島外からの給水を都に要請する。 

（４）給水活動 

避難所を給水拠点に設定し、被災者が持参したポリタンク、バケツ等に給水する。 

２ 飲料水の確保 

村（産業観光部）は、給水体制が整わない場合は、ペットボトル等の保存水を確保し、配布

する。 

第２節 食料・生活必需品等の供給 

１ 食料の供給 

（１）備蓄の活用 

発災後3日間は、家庭内備蓄を持参できなかった被災者に、村・都の備蓄を供給する。 

（２）食料の確保 

村（産業観光部）は、次の方法で食料を確保する。 

ア 島内の事業者への要請         イ 自衛隊による炊き出し 

ウ 都への要請 

（３）炊き出しの支援 

村（産業観光部）は、自治会等による炊き出しを支援するために、米穀、必要な食材等を

確保する。 

２ 生活必需品の供給 

村（産業観光部）は、村・都の備蓄の活用、都への要請により生活必需品を確保し、供給す

る。 
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第３節 輸送体制 

１ 輸送拠点 

村（産業観光部）は、村外からの食料、生活必需品を受け入れるため、次の場所に輸送拠点

を設置する。 

（１）新島港船客待合所及び周辺  （２）野伏漁港船客待合所及び周辺 

（３）新島空港 

２ ヘリコプター・船舶の確保 

村（産業観光部）は、ヘリコプター・船舶による輸送の必要がある場合は、都に要請する。 

３ ヘリコプター臨時離発着場の確保 

村内で活用するヘリコプター臨時離発着場の候補地は、次のとおりである。 

（１）若郷ヘリポート   （２）新島空港     

（３）式根島ヘリポート  （４）防衛装備庁航空装備研究所新島支所ヘリポート 
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第 10章 ごみ・し尿・がれき処理 

項目 村担当 関係機関 

第１節 ごみ処理 民生部  

第２節 し尿処理 民生部  

第３節 障害物の除去 建設部 大島支庁新島出張所 

第４節 がれき処理 民生部  

第１節 ごみ処理 

村（民生部）は、被災した家屋等から排出される家財や不要品等について、一般の粗大ゴミと

同様に収集し処理する。 

大量に排出される場合には、各地区の空地や道路際に一次仮置場を、村の公共用地に二次仮置

場を指定する。 

村で収集・処理が困難な場合は、都に運搬、処理施設等で必要となる収集・運搬機材や人員の

応援を要請する。 

第２節 し尿処理 

１ 仮設トイレ 

（１）仮設トイレの確保 

村（民生部）は、断水により水洗トイレが機能しない場合は、仮設トイレを事業者から確

保し、避難所等に設置する。村で確保できない場合は、都に要請する。仮設トイレは、要配

慮者用トイレや防犯性の高いトイレを確保するよう配慮する。 

（２）し尿の収集 

村（民生部）は、清掃委託業者に仮設トイレからのし尿の収集を要請する。村内の収集車

両で対応が困難な場合は、都に要請する。 

２ その他の手段の確保 

村（民生部）は、仮設トイレ以外に簡易トイレ、組立てトイレ（マンホール用）など、多様

な災害用トイレを確保する。 

また、自宅等の既存のトイレが使用できるよう、非常用のトイレセットを確保する。 

第３節 障害物の除去 

１ 住宅関係障害物の除去 

村（建設部）は、住居又はその周辺に運ばれた土砂、竹木等で日常生活に著しい障害を及ぼ

している場合、災害救助法に基づきその除去を行う。対象者は次のとおりとする。 

なお、災害救助法の適用前は、村で対象者を定めて実施する。 

（１）当面の日常生活が営み得ない状態にあるもの 

（２）住家の被害程度は、半壊又は床上浸水したもの 

（３）自らの資力をもってしては障害物の除去ができないもの 
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２ 道路関係障害物の除去 

都（大島支庁新島出張所）は、都道について、障害物の状況を把握し、交通の確保を図るた

め、速やかに障害物の除去を行う。 

村は、障害物の状況を調査し、都に報告するとともに、村道の障害物を除去する。 

３ 港湾関係障害物の除去 

都（大島支庁新島出張所）は、港湾、漁港内の障害物の除去を行う。 

第４節 がれき処理 

１ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

村（民生部）は、被災状況を確認し、被災の規模に応じてがれきの発生推定量を算出し、「災

害廃棄物処理実行計画」を作成する。 

２ 収集・処理 

村（民生部）は、大量にがれき等が発生した場合は、公共用地等に仮置場を設置する。村の

処理能力を超えるがれきが発生する場合は、仮置場にて、選別、焼却、破砕等の処理を行うが、

被災状況を都に報告し、必要に応じて応援を要請する。 

なお、村が環境大臣によって、廃棄物処理特例地域として指定された場合には、災害廃棄物

の処理の代行を国に要請することができる。 
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第 11章 ライフライン施設の応急対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 水道 建設部  

第２節 電気  
東京電力パワーグリッド

（株） 

第３節 ガス  LPガス事業者 

第４節 通信施設  各通信事業者 

第１節 水道 

村（建設部）は、水道施設の点検を行い、被災状況を把握する。施設が被災した場合は、事業

者に復旧を要請する。 

第２節 電気 

東京電力パワーグリッド（株）は、新島事務所に非常災害対策支部を設置し、応急・復旧対策

を実施する。 

復旧は、原則的に人命に関わる箇所、復旧対策の中枢となる役場等、避難所等を優先する。各

設備の復旧は、災害状況、各施設の被害復旧の難易等を勘案して、供給上、復旧効果の最も大き

いものからあらかじめ定めた手順により行う。 

また、設備巡視を強化し、切れた電線による感電等の二次災害防止対策を実施する。 

第３節 ガス 

LPガス事業者は、各戸のLPガスの安全確認を行い、供給を開始する。 

第４節 通信施設 

各社の災害対策本部は、被害状況、通信施設の疎通状況等の情報収集を行い、重要通信を確保

し応急復旧対策、広報活動その他の業務を行う。 

各社は、それぞれの計画に基づき、通信の確保を重点として応急復旧工事、現状復旧工事、本

復旧工事の順で復旧工事を実施する。 
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第 12章 公共土木施設等の応急・復旧対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 公共土木施設 建設部 大島支庁新島出張所、都 

第２節 社会公共施設等 教育部 施設管理者 

第１節 公共土木施設 

１ 道路 

道路管理者（建設部、大島支庁新島出張所）は、管理する道路について、放置すると二次被

害を生ずるおそれがある箇所の応急復旧や、障害物除去作業等を事業者の協力を得て実施する。 

２ 港湾・漁港 

都（大島支庁新島出張所）は、港湾・漁港施設に被害が予想されるときは､直接又は漁業協同

組合の協力を得て港内を点検する。 

被害があった場合､被害状況を把握し､応急対策に必要な技術的判断を行うとともに､その状

況を都港湾局に報告し､漁業協同組合の協力を得て必要な措置を実施する。 

なお、被害のあった場合、施設の使用停止等を措置する。 

３ 海岸施設 

都（大島支庁新島出張所）は、管理する施設が地震により被害を受けた場合は、被害状況を

速やかに調査し、復旧対応を行う。 

特に、護岸の全壊又は決壊が発生し、これを放置することにより、著しい被害を生ずるおそ

れがある施設を緊急に復旧する。 

４ 空港 

都（大島支庁新島出張所）は、被害状況調査及び施設の使用停止等の措置を行う。 

都は、新島出張所と協議し、滑走路・着陸帯・誘導路・駐機場・照明施設などの基本施設が

破壊されて、航空機の離着陸に重大な支障を与えている施設の応急復旧を速やかに実施する。 

５ 急傾斜地崩壊防止施設 

村（建設部）は、発生状況等の情報を収集し都（大島支庁新島出張所）に報告する。 

また、土砂災害の危険性が高い箇所について関係機関や住民に周知を図り、必要に応じ、避

難勧告・指示（緊急）を発令し避難活動を実施する。 

都（大島支庁新島出張所）は、急傾斜地崩壊防止施設における応急措置及び応急復旧対策を

実施する。 

第２節 社会公共施設等 

１ 社会福祉施設 

社会福祉施設の責任者は、利用者の状況、職員の状況、施設建物の被害状況を把握し、必要

に応じ施設での待機や避難所への避難等の措置をとる。 

施設が被災し対応ができない場合は、村、村社会福祉協議会等に応援を要請する。 

２ 文化財 

文化財の所有者又は管理者は、文化財に被害が発生した場合は、被害の拡大防止に努め、被
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災状況を速やかに調査し、村教育委員会（教育部）に報告、応急措置を講ずる。村（教育部）

は、その内容を都教育委員会に報告する。 

災害後は、被災した文化財等の廃棄、散逸を防止するため、被害状況と文化財等の重要度に

応じて、都教育委員会、村教育委員会（教育部）及び文化財管理者等において修復等について

協議を行う。 
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第 13章 応急生活対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 被災建築物の応急危険

度判定 
建設部  

第２節 被災宅地の危険度判定 建設部  

第３節 住家被害調査・り災証明

の発行 
企画財政部  

第４節 被災住宅の応急修理 建設部  

第５節 応急仮設住宅の供給 建設部 都 

第６節 被災者の生活確保 企画財政部、民生部 

都、都社会福祉協議会、飯田橋公

共職業安定所、日本郵便（株）、

日本放送協会、各通信事業者 

第７節 危険動物の逸走時対策 総務部 都、新島警察署 

第１節 被災建築物の応急危険度判定 

１ 判定の実施 

村（建設部）は、被災した建築物について、余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二

次災害を防止するため、被災建築物危険度判定実施本部を設置し、応急危険度判定士、資機材

を確保して、被災建築物の被害状況を調査し、危険の程度の判定・表示を行う。 

村で実施が困難な場合は、判定士の派遣等の支援を都に要請する。 

２ 判定結果の表示 

応急危険度判定による調査結果は、「危険」「要注意」「調査済」の3種類のステッカーを、建

築物の出入口等の見やすい場所に表示し、当該建築物の利用者・居住者・歩行者等に周知を図

る。 

第２節 被災宅地の危険度判定 

１ 判定の実施 

村（建設部）は、宅地の被災による二次災害を防止するため、宅地の被害に関する情報に基

づき、役場に被災宅地危険度判定実施本部を設置し、被災宅地危険度判定士、資機材を確保し

て宅地の判定を実施する。 

村で実施が困難な場合は、判定士の派遣等の支援を都に要請する。 

２ 判定結果の表示 

被災宅地危険度判定の結果は、「危険宅地」「要注意宅地」「調査済宅地」の3種類のステッカ

ーを宅地等の見やすい場所に表示する。 

住宅等に著しい被害を生じるおそれのある場合は、関係機関や住民に連絡するとともに、必

要に応じ、避難対策、危険箇所への立入を制限する。 
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第３節 住家被害調査・り災証明の発行 

１ 住宅被害調査 

村（企画財政部）は、家屋の被害状況の把握及びり災証明書を発行するために、「災害に係る

住家の被害認定基準運用指針」（内閣府）を参考とし、住家等の被害認定調査を行う。 

調査は、「全壊」「大規模半壊」「半壊」「一部損壊」「被害なし」に区分する。調査結果は都に

報告する。 

村で実施が困難な場合は、調査者等の支援を都に要請する。 

（１）一次調査：外観目視による全壊か否かを判断する。 

（２）二次調査：全壊以外を対象に、外観又は立入調査を実施する。 

（３）再調査：被災者等からの申し出により再調査する。 

２ り災証明の発行 

村（企画財政部）は、住家被害調査の結果をり災台帳等にデータベース化し、り災証明の発

行を準備する。発行場所は、役場、支所とする。 

第４節 被災住宅の応急修理 

１ 応急修理の対象 

村（建設部）は、災害救助法が適用された地域内において、災害により住家が半壊し、又は

半焼した場合、居住に必要な最小限の応急修理を行い、被災した住宅の居住性を維持する。 

（１）対象者 

災害のため住家が半壊し、又は半焼し、自らの資力では応急修理ができない者及び大規模

な補償を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者とする。 

（２）対象者の調査及び選定 

村は、被災者の資力その他生活条件の調査及びり災証明に基づき、都が定める選定基準に

より対象者の募集、選定を行う。 

２ 修理の方法 

村（建設部）は、都が作成する業者リストから業者を選定する。修理は、居室、炊事場、ト

イレ等生活上欠くことのできない部分とする。 

第５節 応急仮設住宅の供給 

災害救助法が適用された地域において、災害により住家を滅失し、自己の資力によっては居住

する住家を確保できない被災者に、応急仮設住宅等を供給する。 

１ 建設する仮設住宅の供給 

（１）建設予定地の確保 

村（建設部）は、あらかじめ選定した予定地から、道路・用地の整備、ライフライン、避

難所の利用等を勘案し、建設予定地を定める。 

（２）建設 

都は、建設予定地の中から建設地を選定し、建設業者に工事を発注する。応急仮設住宅は、

平屋建て・2 階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハブ、木造又はユニットとし、必要

に応じ、高齢者や障がい者世帯に配慮した設備・構造の住宅とする。 
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工事の監督は、都が行う。 

ただし、これにより難い事情がある場合には、村等に委任する。 

２ 民間賃貸・公営住宅 

（１）民間賃貸住宅の供給 

都は、関係団体と協力し、借上げにより民間賃貸住宅を被災者に提供する。 

（２）公営住宅の活用 

都は都営住宅等の空き家を確保するとともに、独立行政法人都市再生機構、東京都住宅供

給公社及び区市町村等に空き家の提供を求め、被災者に供給する。 

３ 入居者の選定 

（１）入居資格 

入居者は、次の全てに該当する者のほか、知事が必要と認める者である。 

（１）住家が全焼、全壊又は流失した者 

（２）居住する住家がない者 

（３）自らの資力では住家を確保できない者 

（２）入居者の募集・選定 

都は、応急仮設住宅の入居者の募集計画を策定し、村に住宅を割り当て、入居者の募集及

び選定を村に依頼する。 

村（建設部）は、広報紙等で被災者に周知、募集し、都が作成した選定基準に基づき、入

居者を選定する。 

第６節 被災者の生活確保 

１ 生活相談  

村（企画財政部）は、役場及び各支所に相談窓口を設置し、被災者生活の支援に関する相談、

要望等の対応を実施する。要望等については、その内容を関係機関に連絡して対応を要請する。 

２ 災害弔慰金等の支給 

村（民生部）は、新島村災害弔慰金の支給等に関する条例に基づき災害弔慰金等を支給する。 

（１）災害により死亡した村民の遺族に対して災害弔慰金を支給する。 

（２）自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた村民に対し、災害障害見舞金を支給

する。 

（３）災害により負傷又は住居、家財に被害を受けた世帯の世帯主に対し、災害援護資金を貸

し付ける。 

３ 生活福祉資金の貸付 

都社会福祉協議会は、被災した低所得世帯を対象に、生活の立て直しのための生活福祉資金

や、緊急かつ一時的に生活費が必要な場合の緊急小口資金を貸し付ける。 

４ 被災者生活再建支援金の支給 

都及び村（民生部）は、被災者生活再建支援法に基づき、自然災害によりその生活基盤に著

しい被害を受けた者に対し、都道府県が拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給

する。 
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５ 義援金の募集・受付・配分 

（１）募集・受付 

村（民生部）は、義援金の受付口座を開設し、ホームページ、報道機関を通じて、村の義

援金を募集する。 

都の義援金の義援金募集に協力して、受け付けた義援金については、都義援金配分委員会

に報告するものとし、指定する口座に送金する。 

（２）義援金の支給 

村で募集した義援金については、村で配分委員会を設置し、配分計画等を策定し被災者に

支給する。 

都で募集し村に送金された義援金は、都の配分計画に基づき、速やかに被災者に支給し、

支給状況を都委員会に報告する。 

６ 職業のあっせん 

公共職業安定所は、災害により離職を余儀なくされた者の早期再就職を促進するため、次の

措置を講じる。 

（１）被災者のための臨時職業相談窓口の設置 

（２）公共職業安定所に出向いて行くことの困難な地域における臨時職業相談所の開設又は巡回

職業相談の実施 

７ 租税等の徴収猶予及び減免等 

国、都、村（企画財政部、民生部）は、被災した納税義務者又は特別徴収義務者に対し、租

税等の納税期限の延長、徴収猶予及び減免等、適時、適切な措置を実施する。 

８ 事業者への融資 

（１）中小企業者への融資 

都及び政府系金融機関は、災害により、被害を受けた中小企業及びその組合に対し、事業

の復旧に必要な資金の融資を行い、事業の安定を図る。 

（２）農林漁業関係者への融資 

都は、被災した農林漁業関係者に対する生活支援策を、迅速に実施する。 

ア 株式会社日本政策金融公庫による融資 

イ 経営資金等の融通 

ウ 農林漁業団体に対する指導 

９ その他の支援 

各関係機関は、被災者に対する生活支援を実施する。 

（１）日本郵便（株） 

ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ウ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

エ 被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分 

（２）日本放送協会 

ア NHK 厚生文化事業団との協力により、被災者の各種相談等の実施、また、医療団、防災

班の派遣等の奉仕を実施 

イ 被災者の受信料免除 

ウ 状況により避難所へ受信機を貸与 
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（３）通信事業者 

ア 被災者又は避難者の基本料金の減免及び仮住居への移転工事費の無料化を実施 

イ 災害救助法適用地域のお客様の電話料金の支払期限の延長 

第７節 危険動物の逸走時対策 

村は、住民が飼養している特定動物等（特定動物及びその他人に危害を加えるおそれのある危

険動物）の逸走の通報があった場合は、都、新島警察署等と協力して、動物の保護、収容場所の

確保、飼い主情報の収集、住民の避難等の対策を行う。 
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第 14章 応急教育・保育 

項目 村担当 関係機関 

第１節 応急教育 教育部  

第２節 応急保育 民生部  

第１節 応急教育 

１ 児童生徒の保護 

校長は、気象情報等を把握し、事前に児童生徒を帰宅させることを原則とする。 

地震発生又は津波注意報・警報が発表された場合は、安全が確認されるまで学校で一時待機

を行い、状況に応じて帰宅又は保護者等への引き渡しを行う。 

延焼火災が発生した場合は、安全な緊急避難場所に誘導する。 

２ 応急教育 

村（教育部）は、小中学校の被害状況を把握し、応急復旧を行い、早期に授業を再開するよ

う努める。 

また、被災した世帯の児童生徒には、災害救助法に基づき、学用品等を給与する。 

第２節 応急保育 

１ 園児の保護 

園長は、学校と同様の措置をとる。 

２ 応急保育 

村（民生部）は、保育園の被害状況を把握し、応急復旧を行い、早期に保育を再開するよう

努める。 

また、災害に関する理由により、緊急に保育が必要な場合は、保育措置の手続きを省き、一

時的保育を行うよう努める。 
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第 15章 災害ボランティア活動 

項目 村担当 関係機関 

第１節 災害ボランティアセン

ターの開設・運営 
 村社会福祉協議会 

第２節 災害ボランティア活動

の調整・支援 
総務部、民生部  

第１節 災害ボランティアセンターの開設・運営 

村社会福祉協議会は、社会福祉協議会に災害ボランティアセンターを開設し、災害ボランティ

アの募集、受付、ボランティアニーズの把握、活動のコーディネート等を行う。 

開設・運営に当たっては、災害ボランティアコーディネーターの派遣等について、東京都災害

ボランティアセンターに支援を要請する。 

なお、ボランティア活動の自主性を尊重し、活動方針や運営については、災害ボランティアセ

ンター自ら決定する。 

第２節 災害ボランティア活動の調整・支援 

村（総務部、民生部）は、社会福祉協議会、災害ボランティアコーディネーター等と定期的に

協議を行い、被災者の状況把握、活動の調整、必要な支援等の調整を図る。 

特に、建築、医療、福祉等の専門性を有する災害ボランティアについては、村の応急対策との

連携を図る。 

また、被災地入りしているNPO・NGO等のボランティア団体等と、情報を共有する場を設置し、

被災者のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよう努める。 
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第 16章 大規模事故の応急対策 

項目 村担当 関係機関 

第１節 危険物事故 総務部、消防部 
都、東京消防庁、警視庁（新島警

察署）、下田海上保安部 

第２節 大規模事故 総務部 
大島支庁新島出張所、下田海上

保安部 

第１節 危険物事故 

１ 石油等危険物施設の応急措置 

村（総務部）は、事故時には必要に応じ、次の措置を実施する。 

消防部による消火活動等の対応が困難な場合は、東京消防庁等に応援を要請する。 

（１）住民に対する避難の勧告又は指示（緊急） 

（２）住民の避難誘導 

（３）緊急避難場所の開設、避難住民の保護 

（４）情報提供、関係機関との連絡 

２ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

都は、毒物・劇物取扱事業者に対して、毒物・劇物の飛散、漏えい、浸透、及び火災等によ

る有毒ガスの発生を防止するための応急措置を講じるよう指示する。 

毒物・劇物が飛散、漏えいした場合には、中和剤等による除毒作業を毒物・劇物取扱事業者

に対し指示する。 

また、関係機関との連絡を密にし、毒物・劇物に係る災害情報の収集、伝達に努める。 

村は、１と同様の措置をとる。 

３ 化学物質関連施設の応急措置 

（１）化学物資対策 

都は、被災状況により、村と連絡調整を行い、適正管理化学物質取扱事業者に関する情報

収集を行うとともに、必要に応じて関係機関に情報を提供する。 

村は、適正管理化学物質取扱事業者から事故に関する情報を収集し、必要に応じて同事業

者に応急措置を実施するよう指示するとともに、関係機関に情報を提供する。 

（２）PCB対策 

都は、被災状況により、村と連絡調整を行い、PCB 保管事業者に関する情報収集を行うと

ともに、環境省廃棄物・リサイクル対策部へ報告する。 

村は、PCB保管事業者等から事故に関する情報を収集し、必要に応じて同事業者等に破損、

漏洩している機器の調査・確認を行うとともに、応急措置の実施及びPCB汚染状況を表示す

るよう指示する。また、関係機関に情報を提供する。 

４ 放射線等使用施設の応急措置 

都は、RI使用医療施設での被害が発生した場合、人身の被害を最小限にとどめるため、RI管

理測定班を編成し、漏えい放射線の測定、危険区域の設定、立入禁止、住民の不安の除去に努

める。 

村は、１と同様の措置をとる。  
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５ 流出油の応急対策 

沿岸及び船舶等から大量の油等が流出した場合、又はこれに伴う火災が発生した場合、下田

海上保安部、東京消防庁、警視庁及び都は、人命救助、消火活動、油拡散防止、付近の船舶等

の安全確保及び沿岸住民への被害防止等の措置を講じる。 

村（総務部、消防部）は、住民への火気管理の徹底指導、陸上への被害拡大防止、住民への

避難勧告及び指示（緊急）を行う。 

第２節 大規模事故 

１ 活動態勢 

（１）警戒体制 

村（総務部）は、村内又はその周辺で、船舶事故、航空機事故等の事故発生の情報を把握

した場合は、第一次警戒態勢をとり、関係機関からの情報収集を行う。 

情報収集の結果、村の対応が必要な場合は、第二次警戒態勢をとり、対応に必要な職員を

動員する。 

（２）災害対策本部 

村（総務部）は、大規模事故により、多数の被害者等の発生又は住民の避難等が必要な場

合は、災害対策本部を設置する。 

２ 応急対策 

村（各部）は、新島警察署、都、海上保安庁等の関係者と連携して次の措置をとる。 

（１）被災者の救助          （２）消火     

（３）負傷者の応急医療救護、搬送   （４）住民の避難勧告・指示（緊急） 

（５）乗客等への一時待機場所、飲料水、食料等の供給 

（６）救助機関等への施設の提供等 

また、都（大島支庁新島出張所）は、救助船舶の岸壁使用について、優先的使用ができるよ

う必要に応じ、他船舶の移動、接岸の制限を行う。 

 

 



第３部 災害応急・復旧対策計画 第 17 章 災害救助法の適用 

82 

第 17章 災害救助法の適用 

項目 村担当 関係機関 

第１節 災害救助法の適用 総務課  

第２節 災害救助法の種類 総務課  

第３節 災害報告の実施方法 総務部  

第１節 災害救助法の適用 

村長は、災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する見込みがあるときは、直ち

にその旨を知事に報告する。 

村長は、災害救助法に基づき都知事が救助に着手したときは、知事を補助し被災者に対して必

要な救助を実施する。 

なお、災害の事態が急迫し、都知事による災害救助法に基づく救助の実施を待つことができな

い場合、村長は救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処理について知事の指

示を受ける。 

災害救助法の適用基準は、次のとおりである。 

（１）住家が滅失した世帯数が、次のいずれかになったとき。 

（２）村内の住家滅失世帯数が、30以上になったとき。（基準1号） 

（３）都内の住家滅失世帯数が2、500以上になり、かつ、区内の住家滅失世帯数が15

以上になったとき。（基準2号） 

（３）都内の住家滅失世帯数が12、000以上になり、かつ、区内で多数の世帯の住家が

滅失したとき。（基準3号） 

（４）多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれがある場合。（基準 4

号） 

第２節 災害救助の種類 

災害救助法に基づく救助は、被災者が現に応急的救助を必要とする場合に行われるものであり、

次のような種類の救助がある。 

（１）収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与 

（２）炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

（３）被服、寝具、その他生活必需品の給与又は貸与 

（４）医療及び助産 

（５）被災者の救出 

（６）災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支

障を及ぼしているものの除去 

（７）被災した住宅の応急修理 

（８）生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 

（９）学用品の給与 

（10）埋葬 

（11）死体の捜索及び処理 
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災害救助法に基づく救助は、現物によって行うことが原則だが、都知事が必要と認めた場合は、

救助を必要とする者に対し、金銭を給付することができる。 

災害救助法に基づく救助の程度・方法及び期間については、内閣総理大臣が定める基準に基づ

き知事が定め、村ほか関係機関に通知する。 

第３節 災害報告の実施方法 

１ 災害報告 

災害救助法に基づく「災害報告」には、災害発生の時間的経過に合わせ、発生報告、中間報

告、決定報告の3段階がある。 

これらの報告は、救助用物資、義援金品の配分等の基礎になるほか、各種の対策の基礎資料

となる。このため、村（総務部）は、迅速かつ正確に被害状況を収集把握して、速やかに都知

事に報告する。 

２ 関係帳票の作成 

村（総務部）は、災害直後における当面の応急措置及び災害救助費国庫負担金の清算事務に

必要となるため、各救助種目の救助実施状況を初期活動から救助活動が完了するまでの間、日

ごとに記録、整理し、知事に報告する。 

３ 救助の程度・方法及び期間 

基準額等については、都規則による。 
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第 18章 激甚災害の指定 

村長（総務部）は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分に考慮して、災害状況

等を調査し、都知事に報告する。 

村は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、都各局に提出する。 
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第４部 復興計画 

第１章 復興本部 

第１節 復興本部 

村長は、村内の相当の地域が被害を受け、復旧・復興に相当の時間を要すると考えられる場合

には、被災後1週間程度を目処に、復興本部を設置する。 

復興本部員は、本部長（村長）、本部次長（副村長）、本部員（村管理職）とする。 

復興本部の事務局は、企画財政課、建設課、産業観光課とし、建設課長を事務局長とし、企画

財政課長が副事務局長として事務局長を補佐する。 

第２節 復興本部の業務 

復興本部は、災害復興計画を策定するとともに、復興事業の総合調整を行う。 

また、都との連絡調整に当たり、必要に応じて技術的な支援のために国、都職員や、関係行政

機関、大学・NPO等に人材派遣を要請する。 

第３節 復興本部の業務 

本部長は、復興事業がおおむね完了し、復興が軌道に乗り、その後の活動が村の通常業務とし

て支障なく進められると判断した時には、復興本部を廃止する。 
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第２章 復興計画 

第１節 復興計画の基本的考え方 

復興計画は過去の災害の教訓を生かし、次の災害に備え「災害に強い村づくり」を推進するた

めのプランである。 

復興計画を策定するに当たり、村内の状況を的確に把握し、防災の視点から道路、公園、公共

施設等の被災状況や住民の意向及び将来における防災性等を踏まえ、復興計画案を早い時期に作

成する。 

第２節 災害復興基本方針の策定 

本部長は、復興本部会議の審議を経て、災害の状況を踏まえつつ、安全で快適な生活環境づく

り、事業の再開と雇用の確保、早期の生活再建を前提に、復興後の村民生活や集落地整備のある

べき方向性やその実現に至る工程を示した災害復興基本方針を策定し、公表する。 

なお、災害復興方針の策定は、災害発生後おおむね2週間を目処とする。 

第３節 災害復興計画の策定 

本部長は、災害復興基本方針に基づき、復興に係る都政の最上位の計画として、総合的な復興

計画を策定する。この復興計画では、復興の基本目標と都が実施する復興事業の体系を明らかに

する。 

策定に当たっては、広く住民の意見を聞き、意見を反映する。 

都の災害復興計画が策定される場合には、それとの整合性に配慮する。 

第４節 特定分野計画の策定 

本部長は、生活復興、集落地復興等、その性質上具体的な事業計画等を必要とする分野につい

ては、総合的な復興計画の策定と並行して、個別の復興計画を策定する。 

１ 生活復興 

（１）住宅の復興 

住宅復興のための施策として、自力による復興を基本としつつ「応急的な住宅の確保」、「自

力再建への支援」及び「公的住宅の供給」により、まちづくりと連携しながら、震災発生後

できるだけ早期に被災者に対して住宅復興への道筋を明示するとともに、できるだけ多様な

住宅対策を講じる。 

（２）くらしの復興 

災害前の状態の回復させるために、保健・医療・福祉・文化・教育、消費生活等の復興に

向けた総合的な対策を講じる。 

２ 村の復興 

（１）村の復興 

被害の状況を把握し、復興体制をつくるための「家屋被害概況調査」や、復興の基本的な

考え方をまとめる「村復興基本方針」の作成、無秩序な建築の制限を行う建築制限、復興へ

の具体的な計画をまとめる「村復興基本計画」及び「復興まちづくり計画」の作成等を行う。 
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計画策定に当たっては、地域復興協議会などの組織を通じて地域住民参画を得ながら進め、

復興事業の実施に結びつける。 

（２）産業の復興 

産業復興方針を策定し、中小企業施策、観光施策、農林水産業施策及び雇用・就業施策な

どを総合的に展開する。 

復興過程においては、自力再建までの一時的な事業スペースの確保への支援、施設再建の

ための金融支援、取引等のあっせんなど、総合的な対策を講じる。 
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第５部 南海トラフ地震防災推進計画 

第１章 総則 

第１節 計画の目的 

本計画は、南海トラフ巨大地震等が発生し、これに伴う津波による被害が発生した場合にとる

べき応急災害対策活動体制を定めるとともに、避難計画の策定や物資の備蓄等の予防対策など、

島しょの特質を考慮した対策計画を定め、都、村、各防災関係機関等が一体となって災害対策の

推進を図ることを目的に策定する。 

第２節 基本的な考え方 

都の実施した「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定」では、島しょ部に最大30mを超

える大津波が襲来し、多大な被害をもたらす想定結果となっており、本村を含む全町村が推進地

域に指定された。これらの地域における防災対策については、以下の2つの視点の下で防災対策

を推進する。 

＜視点1＞ 「津波による人的被害ゼロ」を目指した迅速な避難対策 

＜視点2＞ 孤立する可能性がある地域特性を踏まえた対策 

第３節 防災関係機関の役割 

村、都及び防災関係機関の役割等は、第１部第２章に定めるところによる。 

第４節 住民と地域の役割 

１ 自助による住民の防災力向上 

住民は、次に掲げる措置をはじめ、「自らの生命は自ら守る」ために必要な防災対策を推進す

る。 

短時間に巨大津波が到達することを踏まえ、迅速な避難行動の確保のために住民は以下の取

組に努める。 

（１）避難方法、津波の到達時間、津波危険予想区域、避難先、避難誘導策等を確認しておく。 

（２）医薬品・携帯ラジオなど非常持出用品の準備及び地域内の応急給水拠点の確認をしておく。 

（３）家族で地震発生時における役割分担、避難、連絡方法、安否確認方法などをあらかじめ話

し合っておく。また、各自の行動予定を確認しておく。 

（４）村、都、自治会・自主防災組織等が行う防災訓練又は防災事業へ積極的に参加し、防災に

対する知識及び行動力を高める。 

（５）地域ごとの津波避難計画の策定へ参画する。 

（６）避難行動要支援者がいる家庭では、村の定める要件に従い、差し支えがない限り、村が作

成する「避難行動要支援者名簿」に掲載する名簿情報の避難支援等関係者への提供に同意

し、円滑かつ迅速な避難に備える。 

（７）物資供給の途絶を想定し、まずは地域で自活するために、可能な限り1週間分程度の家庭

内備蓄を確保するよう努める。 
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２ 地域による共助の推進 

消防団又は自治会・自主防組織の活動の充実強化により、地域における共助の取組を進める。 

特に、避難行動要支援者が迅速に避難できるよう、発災時における地域の支援体制を整備す

る。 

３ 事業所による自助・共助の強化 

事業者は、従業員を保護するとともに、事業継続を図るため、可能な限り1週間分程度の飲

料水・食料・生活必需品等の備蓄を確保する。 

また、地域における共助の取組に協力するよう、行政、自治会・自主防災組織等との連携や

協力体制を強化する。 

さらに、不特定多数の者が利用する施設の管理者は、自らの津波避難計画を策定するなど、

観光客等を安全に避難させる支援を行う。 

また、特別措置法第7条に基づき、南海トラフ地震防災対策計画の作成を義務付けられてい

る事業者は同計画の策定を行う。 
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第２章 関係者との連携協力の確保 

第１節 資機材、人員等の配備手配 

１ 物資等の調達手配 

（１）村は、地震発生後に行う災害応急対策に必要な資機材が確保できるよう、あらかじめ物資

の備蓄・調達計画を作成する。 

（２）村は、地域住民等に対する応急救護及び地震発生後の被災者救護のため、必要な物資を購

入する。不足になった場合には都に要請を行う。 

２ 人員の配置 

村は、人員の配備状況を都に報告するとともに、人員に不足が生じる場合は、都に応援を要

請するものとする。 

３ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 

（１）防災関係機関は、地震が発生した場合において、新島村地域防災計画に定める災害応急対

策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、あらかじめ必要な資機材の点検、整備、配備

等の計画を作成する。 

（２）機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定める。 

第２節 他機関に対する応援要請 

１ 応援の協定 

村が災害応急対策の実施のため必要な協力を得ることに関し、締結している応援協定は次の

おりである。 

（１）島しょ町村：島しょ町村災害時相互応援に関する協定 

（２）東京消防庁：消防応援協定、消防応援協定に基づく覚書 

（３）にいじま漁業協同組合：災害時における船舶による輸送等に関する協定 

（４）新島村商工会：災害時における食料品等調達業務に関する協定書 

（５）社会福祉法人新島はまゆう会：災害発生時における相互協力に関する協定書 

（６）国土交通省関東地方整備局：災害時の情報交換に関する協定 

（７）新島建設業協会：災害時における応急対策業務に関する協定 

（８）郵便局：災害時における郵便局と新島村役場の協力に関する協定 

（９）東京都：災害時における支庁緊急対応費による応援に関する協定 

（10）都立新島高等学校：避難所施設に関する協定 

（11）防衛装備庁航空装備研究所新島支所：大規模災害時における施設の緊急使用に関

する協定書 

２ 応援の要請 

村は必要があるときは、１にあげる応援協定に従い、応援を要請するものとする。 
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第３節 帰宅困難者への対応 

村は津波警報等の発表に伴う船便の欠航により観光客等の帰宅困難者が発生する場合に備え、

関係機関と協力し、一時滞在施設の確保対策等の検討を進めるものとする。 
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第３章 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救

助に関する事項 

第１節 津波からの防護 

１ 道路等の整備 

道路は災害時には避難、救援、救護・消防活動等に重要な役割を果たすのみでなく、沿道の

不燃化を促し、延焼を防止するオープンスペースとして災害に強い村づくりに貢献するところ

が大きい。 

村及び都は、道路の新設・拡幅等や、継続的に維持管理等を行う。 

２ 空港及びヘリポートの整備 

空港及びヘリポートは災害時、人命救助・救援物資の輸送等の基地として極めて重要な役割

を担う。このため、都は、施設の整備を図るとともに、継続的に維持管理等を行う。 

３ 港湾施設の整備 

都は、救援物資、応急・復旧用資機材及び被災者の輸送に重要な役割を担う港湾施設の整備

を行う。 

４ 海岸保全施設の整備 

都は、海岸保全施設等の耐震性・耐津波性を向上させ、浸水被害等を防ぐ。 

第２節 津波に関する情報の伝達等 

村は、気象庁から発表された津波注意報・警報等の情報の伝達を防災行政無線等の手段を用い

て行うとともに、被害情報を収集して都に報告する。 

津波警報等の情報の伝達及び周知等については、第３部第２章によるものとする。 

第３節 避難指示（緊急）の発令基準 

村は、住民等に対する避難指示（緊急）の基準は、次のとおりとする。 

【避難指示（緊急）の発令基準】 

種 別 地震・津波の状況 発令時期 避難対象地区 行動 

避難 

指示 

大津波警報、津波警報、津

波注意報の発表 
自動的 

1 大津波警報：新島村全

地区（標高30m以下） 

2 津波警報：主に海岸付

近にいる者、港湾施設等

で仕事を従事する者等を

対象とし、標高5m以下

の地域。 

3 津波注意報：主に海岸

付近にいる者、港湾施設

等で仕事を従事する者等

を対象。 

直ちに安

全な場所

に避難す

る。 

停電、通信途絶等により、

津波警報等を適時に受け

ることができない状況に

おいて、強い揺れを感じた

場合あるいは、揺れは弱く

とも 1 分程度以上の長い

揺れを感じた場合 

可能な限

り速やか

に 
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なお、遠地津波発生時は、発表された津波警報・津波注意報の区分に応じ、上記に準じて対応

するとともに、津波到達予想時刻が出された場合には、それを参考に確実な避難に結びつくよう、

避難指示の発令時期を考慮する。 

第４節 避難対策等 

１ 避難の基本 

津波避難の場合、2段階の避難方式を用いる。 

（１）津波の被害から生命を守ることを目的として、避難場所（高台、施設）に避難する。 

（２）住家が被災し居住ができない場合は、避難所に移動する。 

２ 避難場所 

避難場所は想定される最大の津波から安全であることを原則として、標高30m以上の場所で

住民等が緊急に避難しやすい場所を指定する。 

なお、敷地の標高が30m未満の避難場所については、原則として敷地内の建物の標高30m以

上の床を避難場所とする。 

【避難場所一覧】 

地区 名  称 所在地 敷地標高 

本 村 

新島村博物館 本村1-36-3 40m 

観音様 字山津山川 47m 

新島高等学校 本村4-10-1 26m 

新島保育園 本村4-11-14 30m 

グリーンヒルスポーツガーデン 字瀬戸山 47m 

前抗建設   〃 28m 

大三山   〃 30m 

いきいき広場駐車場 字向山 48m 

羽 伏 羽伏浦展望台 字宮塚山 33m 

若 郷 若郷避難場所 字野原霞山 52m 

式根島 式根島小学校 式根島244 42m 

【避難場所予定地一覧】 

地区 名  称 所在地 敷地標高 

本 村 
（仮称）本村避難タワー 本村1丁目 20m 

（仮称）新島港避難施設 字黒根地内 5m～8m 

若 郷 （仮称）若郷避難施設 字野原淡井道南4番2 53m 

３ 避難所 

避難所は、次のとおりである。 

【避難所施設一覧】 

収容地区 名  称 所在地 面積 備考 

本 村 

新島中学校 本村4-10−12 1,122㎡  

新島保育園 本村2-1-1 501m2  

新島高等学校格技棟 本村4-10-1 788m2  

さわやか健康センター 本村3-11-8 213m2  

若 郷 ※建設予定    

式根島 
式根島小学校 式根島244 385m2  

式根島中学校 式根島166 424m2  
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式根島開発総合センター 式根島253 288m2  

式根島福祉センター 式根島255-1 58m2  

４ 避難所開設における準備 

村は、避難所の開設時に応急危険度判定を優先的に行う体制、各避難所との連絡体制、避難

者リストの作成等に関し、あらかじめ準備をしておくものとする。 

５ 避難所開設における計画 

村は、避難所を開設した場合に、当該避難所に必要な設備及び資機材の配備、食料品等必需

品の調達、確保並びに職員の派遣が行えるよう、あらかじめ計画を作成しておくものとする。 

６ 避難誘導 

地域の自治会・自主防災組織、施設管理者及び事業所は、避難指示（緊急）が伝達した場合

は、あらかじめ定められた避難計画や村及び消防団の指示に従い、住民、来島者等を避難誘導

する。 

７ 介護等を要する者の避難 

避難行動要支援者等の避難支援を要する者に対しては、支援者の避難に要する時間に配慮し

つつ、次に留意して避難を行う。 

（１）村は、あらかじめ避難行動要支援者名簿を作成し、必要に応じて関係者と情報共有する。 

（２）津波の発生のおそれにより、村長より避難指示（緊急）が行われたときは、（１）にあげる

者の避難所までの介護及び搬送について、避難行動要支援者や避難支援等関係者等を含めた

地域住民全体の合意によるルールを決め、計画を策定するものとし、村は自治会・自主防災

組織を通じて介護又は搬送に必要な資機材の提供その他の援助を行う。 

（３）地震が発生した場合、村は（１）にあげる者を収容する施設のうち自らが管理するものに

ついて、収容者等に対し必要な救護を行うものとする。 

８ 医療救護班、救護所の設置 

村は、医療救護の必要を認めた場合には、診療所を救護所として医療活動を実施する。 

第５節 消防機関等の活動 

消防団は、津波からの円滑な避難の確保等のために、次の事項を重点として必要な措置を講ず

る。 

（１）津波警報等の情報の的確な収集・伝達 

（２）津波からの避難誘導 

（３）自主防災組織等の津波避難計画作成等に対する支援 

（４）津波到達予想時間等を考慮した退避ルールの確立 

消防団は、上記の措置を実施するため必要な動員、配備及び活動計画を定めるものとする。 
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第６節 水道、電気、ガス、通信関係 

１ 水道施設 

（１）水道施設 

村は、飲料水の確保及び被害施設の復旧に対処するため、資機材の確保、情報の収集連絡

態勢を確立する。 

復旧に当たり、配水調整等によって断水区域をできるだけ最小限にするため効率的に復旧

作業を進める。施設の点検については、速やかに施設ごと行い、管路については、巡回点検

を実施し、水圧状況や漏水、道路の破損、陥没等の有無のほか、地上構造物の被害状況を把

握する。 

（２）下水道施設 

村は、下水道施設の被害に対し、迅速に応急復旧を行う。被害が大規模で、復旧に緊急を

要する場合は協定に従い新島建設業協会に協力を求める。 

復旧の順序については、水処理センター、ポンプ場、幹線管きょ等の主要施設の復旧に努

め、その後、枝線管きょ、ます・取付管の復旧を行う。 

２ 電気、ガス 

（１）電気 

村は、電気施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防ぐため速やかに東京電力に通

報する。 

復旧に当たっては、第３部第11章に基づき行う。 

（２）ガス 

村内のガスはプロパンガスを使用しており、都市ガスほどの危険性はない。 

しかし、災害時には村内の燃料店においてもガスの供給ができない場合も想定されるため、

その場合には都に要請して（一社）東京都LPガス協会への協力を依頼する。 

３ 通信 

災害時における通信の途絶は、災害応急活動の阻害要因となるとともに社会的混乱を起こす

場合がある。各種通信施設の確保、復旧等についての応急対策は、第３部第 11 章に基づき行

う。 

第７節 交通 

１ 道路交通 

道路管理者（村、都）及び新島警察署は、津波浸水区域への交通を規制し、避難経路を確保

する。 

村は、ふれあいバスの運行を中止し、最寄の避難場所まで避難するよう指示する。 

２ 船舶 

港湾等の管理者（大島支庁新島出張所）及び村は、津波情報が発表された場合、次の安全確

保対策を行う。 

（１）津波情報が出された場合、新島警察署及び漁業組合等と連絡を密にし、漁業無線等を活用

した津波情報の伝達や、避難に十分な時間的余裕のある場合は、港外の水深が深く広い海域

まで退避する等の伝達措置をとる。 

（２）港外退避できない小型船に対し、避難に十分な時間的余裕のある場合は、高いところに引
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き上げて固縛するなど最善の措置をとるよう伝達する。 

（３）連絡船にしきの運航を中止し、避難の措置をとる。 

３ 空港 

空港管理者（都）は、施設等に損傷が確認された場合は、応急的な復旧作業等を行うものと

する。 

なお、応急対策活動又は緊急輸送活動が終了するまで、これらの機能及び定期航空運送事業

を除き閉鎖する。 

第８節 新島村が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

１ 公共土木施設 

災害が発生した場合、公共土木施設の施設管理者は速やかに被害状況を把握し、施設の機能

回復のための応急・復旧措置を講ずる。 

２ 公共施設等 

（１）診療所等 

ア 停電の場合は、自家発電装置に切り換え、緊急に必要な電源を確保する。 

イ 給水不能時の場合は、給水槽の水を給水するか、本部に緊急給水を要請する。 

（２）その他の施設等 

ア 利用者等の避難誘導などを行い、安全を確保する。 

イ 地震後、速やかに施設を点検し、必要な場合には応急修理を行い、安全を確保する。 

ウ 施設の責任者は、利用者・職員の状況、施設の被害状況を把握し、必要に応じ施設の応

急対策を実施する。 

エ 施設独自での復旧が困難である場合には村本部等に連絡し、援助を要請する。 

３ 学校施設 

（１）応急対策 

ア 各施設の責任者は避難について綿密な計画を樹立しておき、それに基づいて行動する。 

イ 緊急時には、関係機関へ通報して、臨機の措置を講ずる。 

ウ 学校の応急修理は迅速に実施する。 

（２）復旧計画 

学校施設が被災した場合、村教育委員会（教育部）は状況を調査し、甚大な被害を受け、

教育活動ができない状態にあると判断した場合には、緊急に学校長及び都教育委員会と連絡

を密にして授業再開計画を作成する。 

４ 工事中の建築等に対する措置 

工事中の建築物その他の工作物又は施設については、工事を中断するものとする。 

第９節 迅速な救助 

救助活動は、第３部第５章に基づき実施する。 
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第４章 地震防災上緊急に整備すべき施設等 

第１節 基本的な考え方 

標高30m未満の地区にいる在島者全員を津波到達前に、原則として標高30m以上の避難目標地

点に誘導し、支援体制の整った避難場所に避難させることを前提に、引き続きソフト、ハードの

両面から整備を行う。 

さらに、津波による被害を受けても防災活動が継続できるよう、防災関連施設についても必要

な対策を講じる。 

第２節 津波避難マップ・津波浸水ハザードマップの作成及び配布 

住民や来島者が避難する際に参考として用いることを目的に、避難対象地域や避難路、避難施

設に加え、観光地、宿泊施設、店舗等も記載したイラスト形式の津波避難マップと、より詳しい

情報を記載し避難時の注意事項等を併記した津波浸水ハザードマップを作成し、配布する。 

第３節 避難行動要支援者名簿及び避難支援プランの作成 

避難行動要支援者名簿及び避難支援プランを作成し、災害発生時における避難行動要支援者へ

の対応を迅速かつ適切に実行できる体制を整える。 

第４節 津波避難路・津波避難施設の設定及び整備 

海岸部と避難場所をつなぐ既存道路を津波避難路に設定する。 

船客待合所や海岸部の温泉施設など海岸部で利用者が集中する箇所について、避難目標地点と

して適切な後背地の高台に迅速に避難できるように、新たな避難路や避難階段、津波避難施設を

整備する。 

村内については、避難困難地域（1丁目・6丁目及び前浜付近）の者を避難させるための津波避

難施設を整備する。 

第５節 避難誘導標識等の設置 

避難者が迅速に避難できるように、下記の設置基準に基づき避難経路上の適切な箇所に、避難

者にとってわかりやすい表現の避難誘導案内板を設置する。 
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【避難誘導標識等の設置基準】 

避難経路 設置場所 案内板等の種類 表示内容 

避難場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

沿 岸 部 

避難経路から避難場所への

入口 
避難場所標識 

避難場所 

海抜 

避難経路上の主な分岐点 誘導標識 
避難方向 

海抜 

避難経路の路面 避難舗装 
道路面に避難ルートを示す

カラー舗装 

避難経路のスタート地点 避難喚起標識 
避難喚起 

避難場所、避難方向 

沿岸部の主な交通結節点・

集客施設 
警告・学習標識 

津波の特徴、避難の方法等の

啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 津波避難場所・避難所の指定及び整備 

１ 避難場所の指定 

標高30m未満の場所から津波到達時間前に避難者が到達できる標高30m以上の場所で、避難

者がアクセスしやすく、多人数を一時的に安全に収容できる場所を、管理者の了解のもとに避

難場所として指定するとともに、避難場所の運営に必要な体制を整える。 

 

 

避難喚起表示 

誘導表示・誘導舗装 避難場所表示 

【避難誘導標識等のデザイン例】 

津波学習表示 
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【津波避難場所・避難所（既往施設）】 

地区 名  称 避難場所 避難所 所在地 敷地標高 

本 村 

新島村博物館 ○  本村1-36-3 40m 

観音様 ○  字山津山川 47m 

新島高等学校 ○ ○ 本村4-10-1 26m 

新島中学校  ○ 本村4-10-12 26m 

新島保育園 ○ ○ 新島村本村4-11-14 30m 

グリーンヒルスポーツガーデン ○  字瀬戸山 47m 

前抗建設 ○    〃 28m 

大三山 ○    〃 30m 

いきいき広場駐車場 ○  新島村字向山 48m 

羽 伏 羽伏浦展望台 ○  字宮塚山 33m 

若 郷 若郷避難場所 ○ ○ 字野原霞山 52m 

式根島 

式根島中学校  ○ 式根島166 36m 

式根島小学校 ○ ○ 式根島244 42m 

式根島開発総合センター  ○ 式根島253 42m 

式根島福祉センター  ○ 式根島255-1 41m 

注）敷地標高30m未満の場合は敷地内の建物の標高30m以上の床を避難場所とする。 

注）○の場所については、避難所を兼ねる。 

２ 津波避難施設の整備 

津波到達時間前に高台に避難することが困難なエリアの避難者を受け入れるために、標高

30m以上の避難床をもつ津波避難施設を整備する。 

【津波避難施設の整備】 

地区 名  称 所在地 敷地標高 

本 村 

（仮称）本村避難タワー 本村1丁目付近 13m 

（仮称）新島港津波避難施設 新島港内 3m 

（仮称）新島港北側避難路 B堤入口付近 9m 

（仮称）新島港南側避難路 字黒根付近 9m 

（仮称）湯の浜露天温泉避難路 湯の浜露天温泉周辺 9m 

若 郷 （仮称）若郷漁港津波避難経路 若郷漁港内 2m 

式根島 （仮称）式根島港避難路 式根島港船揚げ場付近 8m 

３ 避難所の整備 

津波により集落の大部分が被災し住宅の大半が居住不能になる可能性があり、かつ津波被害

を受けない避難所がない若郷地区については、標高30m以上の適切な場所に新たな避難所を整

備するとともに、住民の災害に対する意識や知識の向上を図ることを目的とした学習や普及活

動のできる施設としても利用する。 

【避難所の整備】 

地区 名  称 所在地 敷地標高 

若 郷 （仮称）若郷避難施設 字野原淡井道南4番2 53m 

４ 避難所設備の整備 

避難者がタブレット端末等より災害情報を把握できるよう、各避難所に防災ｗｉｆｉを設置

する。 
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【防災ｗｉｆｉの設置箇所】 

№ 名称 所在地 

1 新島村役場２階 本村1-1-1 

2 新島村役場１階 本村1-1-1 

4 新島村住民センター 本村1-1-1 

6 老人福祉センター（青葉会館１階） 本村1-8-2 

7 老人福祉センター（青葉会館２階） 本村1-8-2 

10 さわやか健康センター 本村3-12-8 

13 新島保育園 本村4-11-14 

15 新島中学校体育館 本村4-7-1 

17 新島村勤労福祉会館 本村5-6-1 

18 新島村博物館 本村2-36-3 

21 若郷会館（新島村役場若郷支所） 若郷1-4 

24 式根島中学校体育館 式根島166 

26 式根島小学校体育館 式根島244 

29 開発総合センター 式根島253 

31 新島村式根島支所 式根島255-1 

第７節 災害対策本部の機能維持に向けた対策 

津波による 1 階部分の浸水被害が予測される新島村役場については、1 階部分の浸水被害によ

る災害対策本部の機能障害を最小限にするように事前対策を講じるとともに、今後、災害対策本

部の機能充実に努める。 

また、本部機能を満たす施設が浸水域、避難対象地域にあることから、今後、役場本庁舎の移

転も含め、災害に強い本部庁舎の建設を検討しながら、協定により防衛装備庁航空装備研究所を

代替場所とし、本部機能を持たせ対応する。 

第８節 災害時に必要な電源確保に向けた対策 

本村の発電所の津波浸水区域の機能停止により、津波被害で新島全島停電となる事態を回避し、

電力供給が復旧するまでの間必要な最小限の電源を確保するため、電力供給者及び電力使用者に

よる非常用電源の整備を促進する。 
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第５章 防災訓練計画 

１ 村及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び地域住民等の自主防災

体制との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る南海トラフ地震を想定した防災訓練

を実施するものとする。 

２ １の防災訓練は、毎年 10 月第 3 土曜日に津波避難訓練を実施するなど、少なくとも年 1 回

以上実施するよう努めるものとする。 

３ １の防災訓練は、地震発生から津波来襲までの円滑な津波避難のための災害応急対策を中心

とし、津波警報等が発表された場合の情報伝達に係る防災訓練も実施する。 

４ 村は、自主防災組織等の参加を得て訓練を行う場合には、都に対し、必要に応じて助言と指

導を求めるものとする。 

５ 村は、都、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のようなより具体的かつ実践的な

訓練を行うものとする。 

地域の実情を踏まえ、下記の項目について実施する。 

（１）要員参集訓練及び本部運営訓練 

（２）津波情報の収集・伝達訓練 

（３）津波を想定した避難訓練 

（４）津波防災施設操作訓練 

（５）津波監視・観測訓練 

（６）学童園児引き取り訓練 

（７）避難行動要支援者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 

（８）炊き出し（給食・給水）訓練 

（９）図上訓練 

６ 村は、訓練結果を検証し、課題の抽出、整理、解決を図り、次の訓練につなげるとともに、

津波避難計画に反映させる。 
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第６章 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

村は、防災関係機関、地域の自主防災組織、事業所等の自衛消防組織等と協力して、地震防災

上必要な教育及び広報を推進するものとする。 

津波発生時に円滑な避難が行われるよう、津波避難計画等を用いて、津波避難に関する基礎情

報を提供する。 

また、学校や地域社会において、津波の基礎知識や津波に関する心得の普及啓発を図り、各地

区の実情に応じた広報や訓練を実施する。 

１ 普及・啓発 

村は、家庭、学校、地域社会（自主防災組織、自治組織、消防団等）、事業所等において、津

波に対する心得の普及・啓発にあたる。 

また、強い地震（震度4以上）を感じた場合は、住民が、避難指示等を待たず、自主的に避

難をするよう啓発を行う。 

なお、東日本大震災では消防団員をはじめ地域住民の避難誘導を行った関係者に大きな被害

が発生している。迅速な避難行動は我が身の安全だけでなく、避難誘導を行う多くの人の安全

に繋がることを十分に周知することが重要である。 

【津波防災啓発の内容】 

項 目 内 容 

① 過去の津波被害記録 
古文書、伝承、津波被災者の体験談等による過去の津

波被害 

② 津波の発生メカニズム 
津波発生メカニズム、速さ、高さ、継続時間等の基礎

知識 

③ 津波浸水ハザードマップ 
津波浸水想定区域、避難場所等を示す津波避難マップ

の記載事項 

④ 津波避難計画 

大津波警報等の発表基準と発表されたときにとるべき

行動、避難指示等の内容と発令基準、情報の伝達経

路、避難場所、避難経路等 

⑤ 日ごろの備えの重要性 

津波防災訓練参加、現地における避難場所や避難路の

確認、非常持出品の準備、家族の安否確認方法の確

認、家具の耐震固定等 

２ 自主防災組織の育成 

自主防災組織は地域の安全を守るために基礎となる地域組織であり、津波対策をはじめ、防

災の観点からも組織の育成を促進しなければならない。組織の育成に当たっては、各地区の実

情に配慮し、住民が自発的に参加できる方策を考慮する。 

３ 防災リーダーの育成 

消防団員、自主防災組織、自治組織、ボランティア、事業所の防災担当者等の中から、津波

対策をはじめとする防災リーダーとなる人材の育成を図る。 

４ 地域ごとの検討会の開催 

村は、対象となる地区及び自主防災組織、消防団を支援し、村が作成した防災マップを基に、

避難所、避難路、避難経路、危険箇所などを確認する「検討会」を定期的に実施する。 

また、児童・生徒へ発達段階に応じた体験学習等を実施し津波知識の向上を図る。 
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５ 観光客等に対する啓発 

津波に対する心得や海岸地域の津波の危険性、避難所等を掲載した啓発用チラシを釣具店や

宿泊施設において配布する。 

６ 相談窓口の設置 

都及び村は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その旨

周知徹底を図るものとする。 
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第７章 津波避難対策緊急事業計画の基本となるべき事項 

第４章で示した津波避難の対象地域ごとに実施すベき事業の種類について、その目標と達成期

間は次のとおりである。 

（事業内容箇所数については、詳細の調査設計、基本計画等により変更する場合がある。） 

【新島における事業計画の概要】 

津波避難対策緊急

事業を行う区域 

津波から避難するために必要な

緊急に実施すべき事業の種類 
目標 達成期間 

本村地区 
避難施設 1箇所 平成29～31年度 

避難経路 3箇所 平成29～32年度 

【式根島における事業計画の概要】 

津波避難対策緊急

事業を行う区域 

津波から避難するために必要な

緊急に実施すべき事業の種類 
目標 達成期間 

式根島地区 避難経路 1箇所 平成30～31年度 

【東京都整備予定施設】 

津波避難対策緊急

事業を行う区域 

津波から避難するために必要な

緊急に実施すべき事業の種類 
目標 達成期間 

新島港地区 避難施設 1箇所 平成28～32年度 

若郷漁港地区 避難経路 1箇所 平成28～令和3年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


